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序     文 
 

ガーナ共和国（以下、ガーナと記す）では、特に北部や農村部の基礎的保健サービスへのアク

セスが限定されており、その結果として 5 歳未満児の死亡率や妊産婦死亡率等の保健指標の改善

が停滞していました。そこで、ガーナ国政府は、保健サービスへのアクセス改善のための戦略と

して、「駐在地域保健師による基本的保健医療サービス」（Community-based Health Planning and 

Services：CHPS）政策を採用しました。本政策は北部のアッパーイースト州で成功を収め、更な

るスケールアップを目的として、他地域よりも当時保健指標が悪かったアッパーウエスト州にお

ける、CHPS 政策実施支援の要請が挙げられました。 

ガーナ国の要請を受け、技術協力プロジェクト「アッパーウエスト州地域保健強化プロジェク

ト」が 2006 年 3 月から 4 年間の計画で開始され、アッパーウエスト州における CHPS 政策に関す

る行政官の能力向上に取り組みました。 

今般、同プロジェクトが 2010 年 2 月で終了するにあたり、先方政府と合同でプロジェクトの

実績を確認し、計画に対する達成度を確認するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から評価を行いました。 

本報告書は上記終了時評価の内容を取りまとめたものです。ここに、本調査においてご協力を

いただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いす

る次第です。 

 

平成 21 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ガーナ事務所長 山内 邦裕 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ガーナ共和国 案件名：アッパーウエスト州地域保健強化 

案件名：プロジェクト 

分野：保健 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ガーナ事務所 協力金額（評価時点）：約 5 億円 

 

 

協力期間 

（R/D）: 2005 年 12 月 16 日 

協力期間： 

2006 年 3 月～2010 年 2 月 

先方関係機関：ガーナヘルスサービス（Ghana Health 

Service：GHS）、保健省（Ministry of Health：MOH）

 他の関連協力：無償資金協力、青年海外協力隊 

１－１ 協力の背景と概要 

ガーナ共和国（以下、ガーナと記す）では、国民（特に北部や農村部）の基礎的保健サービ

ス（Primary Health Care：PHC）へのアクセスが限定されており、その結果として、2006 年のプ

ロジェクト開始時には、5 歳未満児の死亡率や妊産婦死亡率等の保健指標の改善が停滞してい

た。そこで、ガーナ国政府は、保健サービスへのアクセスの不平等改善の戦略として、駐在地

域保健師（Community Health Officer：CHO）による基本的保健医療サービス（Community-based 

Health Planning and Services：CHPS）を採用した。しかしながら、郡レベルの行政能力の不足、

CHPS に派遣される CHO の数や能力の不足、コミュニティーの参加度の低さなどにより、CHPS

の拡大は停滞していた。 

このような背景の下、ガーナ国政府は CHPS 拡大に係る技術協力プロジェクトを日本国政府

に要請した。独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）はプロ

ジェクトの詳細についてガーナ国政府と事前調査を実施し、CHPS の拡大によって住民に対する

PHC の向上をめざした本案件の実施に至った。プロジェクト対象地域であるアッパーウエスト

（Upper West：UW）州は、乳幼児死亡率等の保健指標が他地域よりも悪く、PHC へのアクセス

が限られている貧困地域である。また、本案件は、JICA プログラムモデル案件第 1 号として推

進されている「アッパーウエスト州住民の健康改善プログラム（通称：「健康の輪」プログラム）」

の中核をなしており、青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）、無償資金

協力と連携している。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標（PDM バージョン 5） 

機能している CHPS ゾーンが拡大する。 

 

（２）プロジェクト目標（PDM バージョン 5） 

UW 州 CHPS 政策に関する GHS の行政能力が強化される。 

 

（３）成果（PDM バージョン 5） 

成果 1：UW 州保健管理チーム（Regional Health Management Team：RHMT）及び郡保

健管理チーム（District Health Management Team：DHMT）・亜郡保健チーム

（Sub-district Health Team：SDHT）の CHPS 行政に係る知識とスキルが改善する。

成果 2：CHO の CHPS 活動に係る知識とスキルが改善する。 

成果 3：CHPS 活動に関するスーパービジョンシステムが向上、改善する。 
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成果 4：CHPS、診療所及び病院間のリファラル・カウンターリファラル体制が改善される。

成果 5：CHPS 活動への住民参加の促進手順が改善される。 

成果 6：教訓やグッドプラクティスが普及される。  

 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣：12 名（総括/地域保健行政、副総括/住民参加/モニタリング、リファラル

計画、母子保健、研修コーディネーター、プログラム関係者連絡調

整支援、業務調整等）     

研修員受入：9 名 

機材供与：32,732 千円（2006 年 3 月～2009 年 11 月） 

ローカルコスト負担：114,135 千円（2006 年 3 月～2009 年 3 月） 

相手国側： 

カウンターパート配置：19 名（UW 州 RHMT、全 DHMT） 

土地・施設提供：プロジェクトオフィス土地・建物（改修費用は日本側負担） 

ローカルコスト負担：日当や燃料費、プロジェクトオフィスの光熱費等、さまざまな

形でプロジェクトに直接貢献。 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 氏 名 担当分野 所属先 派遣期間 

日本側 
山内 邦裕 総括 

JICA ガーナ事務所 

事務所長 
現地: 11/27～12/1 

小川 寿美子 地域保健 
名桜大学 

人間健康学部 教授 
11/21～12/6 

瀧澤 郁雄 保健システム
JICA ケニア事務所 

広域企画調査員 
11/22～12/4 

武村 勝将 調査分析 
JICA 本部 

人間開発部 職員 
11/21～12/3 

横森 佳世 
プログラム 

分析 

JICA ガーナ事務所 

保健セクター企画調査員 
現地: 11/23～12/1 

大谷 聡 評価分析 
（特活）AMDA 社会開発機

構コンサルタント 
11/14～12/6 

ガーナ側 Dr. Frank Nyonator 評価団員 Director, PPME, GHS 現地: 11/23～11/27

Dr. Sylvester Anemana 評価団員 Director, HRD, GHS 現地: 11/23～11/27

Mr. Sulemana Bening 評価団員 PPME, MOH 現地: 11/23～12/1 

Dr. Moses Aikins 評価団員 
School of Public Health 

University of Ghana 
現地: 11/23～12/1 

調査期間 2009 年 11 月 14 日〜2009 年 12 月 6 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）活 動 

活動レベルでは、一部の活動〔支援型スーパービジョン（Facilitative Supervision：FSV）〕
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の実施、リファラル体制の強化）に遅れがみられたものの、最新の PDM（バージョン 5）

に沿った形で、おおむね計画どおりに実施された。まず初めに、CHPS の提供に必要な CHO

の知識・技術の向上と、その活動を管理する立場にある RHMT、DHMT 及び SDHT スタッ

フの能力向上をめざした活動が行われた。具体的には、RHMT・DHMT・SDHT スタッフの

管理能力に関する現状分析を行うとともに、CHO も含めた研修のニーズアセスメント、既

存の研修モジュールの見直しを行い、研修モジュール及び教材を作成した。また、従来の

業務管理システムを改良して、「問題の指摘に終始することなく、前向きに業務改善につな

げるツールとして機能させることを目的としたシステム」である FSV を開発し、そのため

のモニタリングツールや業務評価を目的としたパフォーマンス・スタンダード（Performance 

Standard：PS）等を作成した。そして、上記に基づいて、RHMT・DHMT・SDHT スタッフ

及び CHO を対象として、FSV や CHPS 活動等に関する研修を実施した。研修受講者は学ん

だことを各自の業務に導入し、プロジェクトはその結果を活用して研修モジュールやツー

ル類を改良するとともに、現場研修（On-the-Job Training：OJT）を通じて FSV 定着に向け

た支援を行った。州病院～CHO 間のリファラル体制の強化に関しても、従来のリファラル

手順を見直した。その上で、国のリファラルガイドラインを補完する形で、現場における

実用的なリファラルガイドライン等を作成し、主要関係者に対して研修を実施した。その

後、リファラルや関連会議の実施がモニタリングされている。住民参加活動の促進は主に

現地 NGO に委託して実施された。住民参加活動に関する主要な課題が関係者の議論を通じ

て明らかとなり、それらを踏まえて研修モジュールやガイドライン、マニュアルが作成さ

れ、研修が実施された。ステージ I 郡の 14 の CHPS ゾーンで地域保健委員会（Community 

Health Committee：CHC）のメンバーや地域保健ボランティア（Community Health Volunteer：

CHV）達が研修を通じて住民参加活動に対する理解を深め、さらに、他の CHPS ゾーンか

らの視察を通じて広がっていった。また、主に CHO や DHMT に対して、コミュニティー

保健行動計画（Community Health Action Plans：CHAP）の策定方法や住民参加活動の促進に

関する研修が行われたことにより、これらに関する GHS 内での管理能力が強化された。そ

の結果、CHC や CHV はより積極的に CHPS 活動をサポートするようになった。最後に、上

記すべての活動を通じて作成・蓄積されたさまざまなガイドラインやマニュアル、研修モ

ジュールやグッドプラクティスなどプロジェクトの成果品が、州 CHPS フォーラムや各種

会議等を通じてさまざまな形で UW 州内外に広められた。最終成果品は 2009 年 12 月の州

CHPS フォーラムや 2010 年 1 月にアクラで行われる普及ワークショップで紹介される予定

である。 

 

（２）成 果 

今回の終了時評価において、おおむね期待された成果が発現していることが確認できた。

なかでも特記すべき事項として、以下が挙げられる。 

１）UW 州で機能している CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人の CHO を養成した。 

２）RHMT から CHPS ゾーンまでのすべてのレベルにおいて FSV を導入した。 

３）住民参加活動を促進した結果、多くのコミュニティーで CHAP が策定された。プロジ

ェクト開始時には CHAP は存在しなかったが、現在は、機能している CHPS ゾーンの

約半分に当たる 40 の CHPS ゾーンが、CHAP で決められた活動を少なくとも 1 回は実

施したことが FSV により確認されている。 

４）機能している CHPS 施設が、質の高い PHC を提供することができるように必要な資機

材を供与した。 
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５）グッドプラクティスの最終版は、2009 年 12 月の州 CHPS フォーラムや 2010 年 1 月に

アクラで行われる普及ワークショップで紹介される。 

 

一方で PDM 上の成果 3 及び成果 4 に関し、以下のように、今後改善の余地がみられる部

分もある。 

１）FSV の導入が終わって実施が始まったものの、RHMT による FSV の開始が予定より遅

れるなど、その進捗状況については各レベル間で違いがみられた。 

２）リファラルにおいて所定の手順に従わないケースや、リファラル結果のフィードバッ

クが徹底されないケースがみられた。 

 

（３）プロジェクト目標 

プロジェクト目標に関しては、その達成度は高いと判断した。本プロジェクトにおいて

は、プロジェクト目標である「UW 州 CHPS 政策に関する GHS の行政能力の強化」の達成

に、特に以下の点が大きく貢献した。 

１）CHO のトレーニング体制の標準化。プロジェクトは CHO 養成研修のモジュール及び

教材を使いやすく整備するとともにファシリテーターを育成し、160 人の CHO を養成

した。 

２）RHMT・DHMT・SDHT・CHPS ゾーンのすべてのレベルにおけるマネジメント体制の

強化。プロジェクトはそれぞれのレベルに対応した FSV の体制を構築し、そのツール

を開発・普及した。 

３）住民参加活動の促進。プロジェクトは、コミュニティーによる CHAP の作成・実行を

通じて、CHPS 運営に係る住民参加を強化した。 

 

ただし、一部のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

上の指標（RHMT・DHMT・SDHT スタッフ及び CHO による業務遂行能力の向上、CHO に

よる家庭訪問を受けた世帯数の増加）の達成を判断するためには、今回集められたデータ

だけでは不十分であり、今後、さらに詳細な分析を要する。 

 

（４）上位目標 

上位目標に関しては、その達成に向けて、機能している CHPS ゾーンの数は順調に増えて

いる。2006 年のプロジェクト開始時には 24 カ所であった機能している CHPS ゾーンの数は、

2009 年には 81 カ所にまで増えた。これは、2015 年までに達成すべき目標数（197 CHPS ゾー

ン）の 41.1％に該当する。特に、CHPS ゾーン設置後遅滞なく CHO を配置できるよう、プロ

ジェクトが十分な数（現在機能している CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人）の CHO を育成

したことは、機能している CHPS ゾーン数の増加に大きく貢献していると考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性： 非常に高い 

プロジェクトは、ターゲットグループや事業対象地域のニーズ、ガーナの開発及び保健

政策、そして日本の対ガーナ国別援助計画（2006 年）とも整合しており、妥当性は非常に

高いと判断できる。UW 州は、乳幼児死亡率等の保健指標が他地域よりも悪く、PHC への

アクセスが限られている極貧地域のひとつである。このような状況を改善するため、GHS

は、保健サービスのアクセスと質を改善し、地理的な不均衡を解消することをめざした費
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用対効果の高いコミュニティーベースの保健サービスシステムとして、CHPS を導入した。

 

（２）有効性：高い 

プロジェクト「成果」の達成は、以下のような点から「プロジェクト目標」である「UW

州 CHPS 政策に関する GHS の行政能力の強化」の達成に貢献した。また、プロジェクト目

標達成に影響を与えたその他の大きな外部要因は見当たらないことから、本プロジェクト

の有効性は高いといえる。 

 

１）成果 1 と成果 2 では、十分な数の DHMT・SDHT スタッフ及び現職 CHO が研修を受

け、新人 CHO を養成した結果、スタッフが FSV に関する共通理解をもち、各レベル間

及び各レベル内での部門間の垣根を越えたスタッフのつながり・結束が強くなった。

さらに、研修教材や研修モジュールを使用後のフィードバックに基づいて繰り返し修

正し、特に CHO のトレーニング体制は標準化された。 

２）成果 3 では、FSV のガイドライン及びモニタリングツールを作成し、実際に使ってい

く中で判明した修正点を反映させ、より実用的なものに改良した。さらに、OJT 等を通

じて、受講者が研修で学んだことが実際に FSV の実施において活用され、定着するよ

う支援を行った。 

３）成果 4 では、現場における実用的なリファラルガイドライン（CHO 用のリファラル判

断基準も含む）を作成し、ガイドラインは実際に使っていく中で判明した修正点を反

映させ、より実用的なものに改良した。 

４）成果 5 では、他州が CHPS の重要なコンポーネントである住民参加活動促進の部分で

困難に直面する中、本プロジェクトでは自立発展的な形で活動を拡大することに成功

した。 

５）成果 6 では、CHPS 活動の質を更に高めていくために、上記活動からグッドプラクテ

ィスを抽出し、UW 州内だけでなく、中央レベルの重要な関係者とも共有した。 

 

（３）効率性：投入に関して、一部改善すべき点がみられる 

「投入」が「成果」の達成にどれだけ貢献したのかといった観点からみると、それぞれの

「投入（日本人専門家、ガーナ側 C/P、資機材）」について貢献要因と改善すべき要因がみら

れる。しかしながら全体としてみた場合、プロジェクトは既存のリソースを有効活用して

「活動」を実施し、「成果」の達成に至ったと判断できる。 

 

（４）インパクト：高い傾向にある 

上位目標である、「機能している CHPS ゾーンの数」は順調に増加している。特にプロジ

ェクトが、CHPS ゾーン設定後遅滞なく CHO を配置できるよう、十分な数（現在機能して

いる CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人）の CHO を育成したことも、機能している CHPS

ゾーン数の増加に大きく貢献したと考えられる。その他のインパクトの発現をみるには時

期尚早であるが、保健サービスへのアクセスや保健サービス指標、保健指標などの各種改

善などにおいて一部インパクトが発現し始めている。負のインパクトとして、CHO による

医療廃棄物の不適切な処理が散見されたため、環境への配慮を行う必要性も確認された。

 

（５）自立発展性：高い傾向にあるが、一部懸念事項もみられる 

プロジェクトは、UW 州の CHPS 政策に関する GHS の行政能力強化に貢献した。その結
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果としてもたらされたさまざまなメリット（GHS スタッフのパフォーマンスの向上、ロジ

スティック面での効率性の向上など）を GHS が実感したことにより、彼らの CHPS 拡大へ

の意欲が大きく高まった。ゆえに、自立発展性の見込みがあると判断できる。政策面では、

CHPS 拡大が MOH 及び GHS の政策の中で優先順位が高いことが前向きに捉えられる。財

政面では、CHPS 拡大に必要不可欠な CHO 新人研修の費用が 2010 年度予算で確保されてい

る上、GHS の組織力強化に欠かせない FSV 関連費用も他の活動と組み合わせることで必要

経費が捻出される予定である。しかしながら、実際の予算の支払いが遅れる可能性が懸念

される。2011 年度以降の予算の見通しについても不明である。組織面及び技術面では、

RHMT・DHMT・SDHT・CHO の組織力及び技術力が、プロジェクトを通じて向上している

ので、終了後も業務を継続していける素地ができたといえる。しかしながら、定期的な FSV

の実施やその結果の分析など、活動をより安定的に実施するためにはまだ改善の余地があ

る。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）プロジェクトが UW 州の既存の GHS の保健システムを強化したため、GHS の組織力が

強化された。その結果もたらされたさまざまなメリットを実感したことにより、彼ら

のオーナーシップがさらに高まった。 

２）GHS の中央レベルを積極的に巻き込んだため、GHS のコミットメントがさらに強化さ

れた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

１）日本人専門家の派遣期間が短いこと、プロジェクトオフィスが州保健局から離れた所

にあったことなど困難があったにもかかわらず、日本人専門家・ガーナ側 C/P 双方が

共に歩み寄って信頼関係を構築したことにより、プロジェクトの円滑な実施に至った。

２）フルタイムの C/P は配置されなかったが、逆に多くの既存の GHS スタッフを活動に巻

き込んだことにより、自立発展性が高まった。 

３）CHPS ゾーン設定後遅滞なく CHO を配置できるよう、十分な数（現在機能している

CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人）の CHO を育成したことにより、機能している CHPS

ゾーン数の増加に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）プロジェクト開始当初は RHMT から CHPS ゾーンまでのすべてのレベルにおいて CHPS

のコンセプトに対する理解が不十分であったために、プロジェクトの進捗が遅れた。

２）プロジェクトの規模と比べると、日本人専門家の派遣期間が不十分であった。 

３）プロジェクトはもともとステージ I 郡のみに機材供与するよう計画されていたため、計

画変更後も、ステージ II 郡に供与する機材が不足した。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

特になし。 
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３－５ 結 論 

本プロジェクトの事業実施期間は 4 年である。事業終了 4 カ月前に実施した今回の終了時評

価において、おおむね期待された成果が発現し、プロジェクト目標も達成されていることが確

認できた。事業効果を高めた要因としては、特に以下の貢献が大きいと考えられる。 

１）プロジェクトがガーナ側のさまざまなニーズに合致している上、プロジェクトが UW 州

の既存の GHS の保健システムを強化したため、GHS の組織力が強化された。その結果も

たらされたさまざまなメリットを実感したことにより、彼らのオーナーシップがさらに

高まった。 

２）特に GHS の中央レベル、RHMT レベル、DHMT レベルを積極的に巻き込み、信頼関係を

築いた。 

 

評価 5 項目に沿ってみていくと、妥当性、有効性、インパクトについては、いずれも高いと

評価される一方、自立発展性については、財政面、組織面、技術面において一部懸念事項がみ

られ、効率性については、投入に関して、一部改善すべき点がみられた。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクト（日本側）に対する提言 

１）FSV の定期的な実施やその結果の分析・フィードバック・活用など遅れがみられる

活動を今後改善するための提言を取りまとめる。 

２）すべてのレベル（特に RHMT）における FSV の定期的な実施を促進する。 

３）適切なリファラルの実施やリファラル判断基準の順守について RHMT とのミーティン

グを通じて改善する。 

４）住民参加活動に関する研修を継続する。 

 

GHS（ガーナ側：GHS・MOH 中央レベル）への提言 

１）プロジェクトが作成した研修モジュールを国の公認とする。 

２）CHO のキャリアパス開発を MOH と取り組む。 

３）CHO の多すぎる報告書作成を簡素化するために、郡保健情報マネジメントシステムを

再編する。 

４）中央レベルから州レベルへの FSV を少なくとも年 2 回は実施する。 

５）国がすべてのレベルにおける PS を定める。 

６）複数のドナーによって開発された CHPS に関するツールや研修マニュアルを統合する。

７）承認された予算を適時に支払い、資金面での透明性を確保する。 

 

GHS（ガーナ側：RHMT）への提言 

８）RHMT における CHPS ユニットを強化する。 

９）CHPS は予防的サービスの提供を原則とし、治療面の機能を増やさないようにする。 

10）地方政府、MOH、GHS 間の連携を促進する。 

11）日当/宿泊費/交通費に関するドナー規定を再検討する 

12）すべてのスタッフ（特に CHO）に対して住民参加活動に関する研修をより多く実施す

る。 
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GHS（ガーナ側：DHMT）への提言 

13）マネジメント研修及び人員を通じて SDHT の強化を図る。 

14）DHMT や SDHT レベルで利用可能な資金源をもっと有効活用する。 

 

JICA（本部・在外事務所）への提言  

１）プロジェクトのインパクトを測るために、事業終了後に調査を実施する。 

２）出口戦略を検討しながら事業後にフォローアップ活動（リファラル、FSV、住民参加活

動）を実施する。 

３）プロジェクトの規模に応じた、日本人専門家の適切な派遣期間を考慮する。 

４）日当/宿泊費/交通費に関するドナー規定を再検討する。 

５）他のドナーと連携しながら CHPS 拡大を支援する可能性を検討する。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

１）コミュニティーでの CHPS 設立において、住民の参加が重要となる。 

２）コミュニティーは CHAP の計画・実施を通じて、力をつけていく。 

３）FSV によるモニタリングを通じて、CHO は自信と実力をつけていく。 

４）リファラルとその結果のフィードバックにより、CHO は類似ケースの経験を積むこと

ができる。 

５）コミュニティー緊急搬送システム（Community Emergency Transport Systems：CETS）が

機能している所ではリファラルへのアクセスが改善している。 

６）リファラルに関する病院スタッフ研修は時間も費用もかかるが、効果的なリファラル

システムの構築には不可欠である。 

７）GHS 中央レベルから DHMT までのリーダーシップとコミットメントが CHPS 拡大にと

っては重要である。 
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支援型スーパービジョン（FSV）概念図 
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リファラル概念図 
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ プロジェクトの背景と概要 

 ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）保健省（Ministry of Health：MOH）では、保健医療を

重要課題と位置づけた「ガーナ貧困削減戦略（GPRS II）」を基に、保健セクタープログラムの活

動計画「第 2 次保健セクター5 カ年計画（2002～2006 年）を策定している。これを受け、ガーナ

国政府は保健サービスへのアクセスに係る不平等の是正を目標とすると同時に、1999 年にはコミ

ュニティーベース保健計画サービス（Community-based Health Planning and Services：CHPS）を国

家政策として掲げ、駐在地域保健師（Community Health Officer：CHO）による基本的保健医療サ

ービス（Primary Health Care：PHC）を導入した。 

 一方、ガーナ国、特に北部や農村部では PHC へのアクセスが限定されているため、これら地域

での 5 歳未満児の死亡率や妊産婦死亡率などの保健指標の改善が停滞している状況にあった。

2003 年のガーナ人口保健調査（Ghana Demographic and Health Survey）によると、5 歳未満児死亡

率は 111 であり、1998 年の 110.4 から状況の改善はみられなかった。また、MOH 報告書（2004

年）によると、妊産婦死亡率は 2002 年に 204 であったものが 2003 年の調査では 204.5 と、わず

かながら上昇している。これは、郡レベルの行政能力の不足、CHPS に派遣される CHO の人員の

数及び能力の不足、コミュニティーの参加度の低さなどにより、CHPS の導入が停滞しているこ

とが原因と考えられている。 

 このような背景の下、乳幼児死亡率等の保健指標が他地域よりも悪く、PHC へのアクセスが限

られた貧困地域のアッパーウエスト（Upper West：UW）州において、同州住民の健康が改善され

ることを上位目標とし1、CHPS の拡大によってプロジェクト地域の住民の PHC へのアクセスが

向上することをめざした「アッパーウエスト州地域保健総合改善プロジェクト」を、2006 年 3 月

から 4 年間にわたって、日本側協力総額 3.8 億円、最終受益者として州住民 62 万人の予定で実施

するに至った。 

 現在までに延べ 11 名の日本人専門家（総括／地域保健行政、副総括／母子保健、住民参加／モ

ニタリング、保健システム／リファラルシステム、地域保健、研修コーディネーター、業務調整、

プログラム連携）を派遣し、ガーナヘルスサービス（Ghana Health Service：GHS）政策計画モニ

タリング評価局（Policy Planning, Monitoring and Evaluation Division：PPMED）、UW 州保健管理局、

ジラパ郡保健局、ワ・ウエスト郡保健局をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、CHPS

拡大に係る GHS 職員の能力向上、住民参加促進、リファラルや監督体制などのシステム改善及び

グッドプラクティスの共有などを行っている。なお、本案件は、JICA プログラムモデル案件第 1

号として推進されている「アッパーウエスト州住民の健康改善プログラム（通称：「健康の輪」プ

ログラム）」の中核をなしており、青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）、

無償資金協力による機材整備と連携した活動を展開している。 

 

１－２  調査団派遣の経緯と目的 

プロジェクトが 2010 年 3 月に終了するにあたり、先方政府と合同でプロジェクトの実績を確

認し、計画に対する達成度を確認するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

                                                        
1 プロジェクト開始時（R/D 締結時）の上位目標は「UW 州の住民の健康が改善される」とされたが、2007 年に実施された

中間評価の結果を受け「UW 州において住民の健康が改善される」に修正された。 
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クト、自立発展性）に基づく評価を行うべく、終了時評価調査を実施することとなった。 

本調査では、評価結果に基づく協力期間終了までの活動期間に対する提言を行うとともに、協

力期間終了後に取るべき対応策について協議し、合同評価報告書の作成及び合意文書（ミニッツ）

（Minutes of Meeting：M/M）を締結する。また、本プロジェクトは、JICA のプログラムモデルで

ある「健康の輪」プログラムの中核をなしているため、終了時評価結果に基づいて、プログラム

全体への提言も行う。 

なお、本調査団派遣期間のうち、11 月 30 日には合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：

JCC）を開催予定である。同会議では、ガーナ国関係者の本プロジェクトへの理解・協力が促進

されることを目的に、ガーナ側と終了時評価調査の結果を共有し、意見交換等を行うことが予定

されている。 

 

１－３  調査団の構成と調査日程 

調査団員の構成及びそれぞれの団員の派遣期間は、以下のとおりである。なお、UW 州での現

地調査は、MOH 及び GHS から 3 名の職員、及びガーナ大学公衆衛生学部から 1 名の参加を得て

実施した。 

 

（１）調査団の構成 

１）日本側 

氏 名 担当分野 職 位 現地派遣期間 

山内 邦裕 総括 JICA ガーナ事務所 所長 2009.11.27～12.1

小川 寿美子 地域保健 名桜大学 人間健康学部 教授 2009.11.23～12.4

瀧澤 郁雄 保健システム 
JICA ケニア事務所  

広域企画調査員 
2009.11.21～12.3 

武村 勝将 調査分析 
JICA 人間開発部 保健行政・母子保健グ

ループ 保健行政課職員 
2009.11.21～12.1

横森 佳世 プログラム分析 
JICA ガーナ事務所  

保健セクター企画調査員 
2009.11.21～12.4

大谷 聡 評価分析 （特活）AMDA 社会開発機構 2009.11.27～12.4

  

２）ガーナ側 

氏 名 職 位 現地派遣期間 

Dr. Frank Nyonator Director, PPME, GHS 2009.11.23～11.27 

Dr. Sylvester Anemana Director, HRD, GHS 2009.11.23～11.27 

Mr. Sulemana Bening PPME, MOH 2009.11.23～12.1 

Dr. Moses Aikins 
School of Public Health  

University of Ghana 
2009.11.23～12.1 
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（２）調査日程 

日 程 調査活動 

11 月 15 日（日） 大谷団員アクラ到着 

11 月 16 日（月） JICA ガーナ事務所協議、GHS でのインタビュー 

11 月 17 日（火） GHS でのインタビュー 

11 月 18 日（水） UW 州へ移動 

11 月 19 日（木） 

～23 日（月） 

州保健局、郡・亜郡保健局、CHPS における調査活動 

・主要関係者への協議、インタビュー 

・質問票の回収 

・スタディツアーへの参加 

・各種報告書及び資料のレビュー 

（11/22：小川団員、瀧澤団員、武村団員アクラ入り） 

（11/23：小川団員、瀧澤団員、横森団員、武村団員、Nyonator 団員、Anemana

団員、Bening 団員、Aikins 団員 UW 州へ移動） 

11 月 24 日（火） 

UW 州保健局表敬訪問・協議 

ローラ郡における支援型スーパービジョン（Facilitative Supervision：FSV）

活動視察・協議 

ナドリ郡における住民参加啓発活動視察・協議 

11 月 25 日（水） 
ジラパ郡における FSV 活動視察・協議 

州地域病院における患者搬送体制視察・協議 

11 月 26 日（木） 
ワ・ウエスト郡における FSV 活動視察・協議 

評価報告書案の検討・協議 

11 月 27 日（金） 

グッドプラクティスの事例及び作成教材に係る協議 

（Nyonator 団員、Anemana 団員アクラへ移動） 

（山内団長 UW 州入り） 

11 月 28 日（土） 

～29 日（日） 

評価報告書 

M/M の検討・協議 

（GHS 総裁 Dr. Elias Sory UW 州入り） 

11 月 30 日（月） 
JCC、評価結果協議 

M/M 署名 

12 月 1 日（火） 終日：アクラ移動（夜：武村団員アクラ発） 

12 月 2 日（水） DANIDA、USAID 協議、Korle Bu 病院視察 

12 月 3 日（木） 
財務・経済計画省、MOH 協議 

日本大使館報告（夜：瀧澤団員アクラ発） 

12 月 4 日（金） （小川団員、大谷団員アクラ発） 
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第２章 評価方法 
 

２－１ 評価の手順 

終了時評価調査は JICA 事業評価ガイドライン（2004 年）に従い、以下のステップを経て行わ

れた。 

 

① プロジェクトの達成状況を、現行のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）バージョン 5（2008 年 7 月 22 日付）に基づいて確認した。PDM は、中間評価

前に 4 回改訂された。「成果」の発現状況と「プロジェクト目標」の達成状況は、外部条件の

影響を考慮しながらそれぞれの指標と照らし合わせて確認した。「投入」と「活動」の実施状

況はそれぞれの計画及び「成果」の発現状況と照らし合わせて評価した。本評価時点での「上

位目標」の達成状況は、外部条件の影響を考慮しながら指標と照らし合わせて確認した。 

② プロジェクトのデザイン及び実施プロセスの分析を通じ、プロジェクトの達成状況に対する貢

献要因・阻害要因を抽出した。 

③ プロジェクトのデザイン・実施プロセス・プロジェクトの効果について、5 項目評価（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から分析した。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

終了時評価調査結果の妥当性と信頼性を上げるために、さまざまな情報源及びデータ収集方法

を使用した。プロジェクトの達成状況の確認及び達成状況に対する貢献・阻害要因の抽出にあた

っては、定量的・定性的手法を使用した。今回、調査団が使用したデータ収集方法は以下のとお

りである。 

 

（１）文献調査 

プロジェクトの達成状況を確認するために以下の資料のレビューを行った。 

プロジェクトドキュメント、討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM、政策文書、

プロジェクト進捗報告書、中間報告書、“In-depth Review of the Community-based Health 

Planning Services (CHPS) Programme”レポート、2008 年度 UW 州年次報告書 

 

（２）インタビュー調査 

文献調査の補足確認及び、プロジェクトの達成状況及び達成状況に対する貢献・阻害要因

を抽出するために、以下のガーナ側 C/P 及び日本人専門家に対してインタビューを実施した。 

GHS 中央のスタッフ 3 人、UW 州保健管理チーム（Regional Health Management Team：

RHMT）スタッフ 4 人、郡保健管理チーム（District Health Management Team：DHMT）

スタッフ 20 人、日本人専門家 4 人 

 

（３）質問票調査 

CHPS 政策全般や、プロジェクトの UW 州における CHPS 拡大への貢献及びプロジェクト

の達成状況と課題についての見解を得るために、以下のガーナ側 C/P 及び日本人専門家に対

して質問票調査を実施した。 
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GHS 中央のスタッフ 3 人、RHMT スタッフ 3 人、DHMT スタッフ 5 人、日本人専門家 8 人 

 

（４）フィールドでのインタビュー調査 

 プロジェクトの達成状況及び達成状況に対する貢献・阻害要因を抽出するために、以下の

人々にインタビューを実施した。 

亜郡保健チーム（Sub-district Health Team：SDHT）スタッフ 4 人、CHO 6 人、地域保健

ボランティア（Community Health Volunteer：CHV）13 人、その他コミュニティーメンバ

ー多数、JOCV 隊員 3 人、州病院スタッフ 4 人、住民参加活動促進を下請負契約した非

政府組織（NGO）である「持続開発ネットワーク（Network for Sustainable Development：

NSD）」の代表 1 人 

 

（５）現場視察 

 ワ・ウエスト郡、ワ・ミュニシパル郡、ナドリ郡、ジラパ郡の CHPS ゾーンの視察を行っ

た。そのほか、ローラ郡、ナドリ郡、ワ・ウエスト郡の DHMT、ジラパ郡の SDHT、そして

州病院・郡病院での現場視察を行った。 

 

5 項目評価はそれぞれ、以下のような観点から行われる。 

①妥当性 

プロジェクト目標・上位目標が、対象国・地域・ターゲットグループのニーズに対応している

か。対象国の政策及び、日本の当該国に対する援助政策との整合性があるか。  

②有効性 

プロジェクト目標の達成状況はどうか。プロジェクト目標の達成は、成果が達成された結果も

たらされたものか。外部条件の影響はあったか。 

③効率性 

成果の達成状況はどうか。成果の達成は、投入と活動に見合ったものだったか。投入の規模や

質・タイミングは適切だったか。  

④インパクト 

上位目標の達成状況はどうか。上位目標の達成は、プロジェクト目標が達成された結果もたら

されたものか。プロジェクトによってもたらされた正負の影響及び予測できなかった影響はあ

るか。 

⑤自立発展性 

プロジェクトのもたらした効果が、政策的・組織的・財政的・技術的側面からみて、どの程度

プロジェクト終了後も継続される見込みがあるか。 
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第３章 プロジェクトの達成状況 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ ガーナ側投入 

（１）C/P 

 UW 州の州保健局長（Regional Health Directorate：RHD）及び郡保健局長（District Health 

Directorate：DHD）などが計画どおりプロジェクトの C/P となったが、予定されていた「コ

ミュニティー保健計画」と「母子保健」のフルタイムスタッフは配置されなかった。詳細

は、英文合同評価報告書の Annex 3 を参照のこと。 

 

（２）プロジェクトオフィスの提供 

 2008 年 6 月にプロジェクトオフィスが州保健局敷地内に移転した。事務所改築費用は日

本側現地業務費から支出した。 

 

（３）業務費  

 日当や燃料費、プロジェクトオフィスの光熱費等、さまざまな形でプロジェクトに直接

貢献した。 

 

３－１－２ 日本側投入 

（１）専門家 

 12 人の専門家が計画どおり派遣された（総括/地域保健行政、副総括/住民参加/モニタリ

ング、リファラル計画、母子保健、研修コーディネーター、プログラム関係者連絡調整支

援、業務調整等）。詳細は、英文合同評価報告書の Annex 2 を参照のこと。 

 

（２）C/P 研修 

 9 人の C/P が日本での C/P 研修に参加した。そのうち 3 人は沖縄で行われた C/P 研修プ

ログラムに参加し、残りの 6 人は集団研修に参加した。詳細は、英文合同評価報告書の 

Annex 4 を参照のこと。 

 

（３）機材供与 

 CHPS 活動のために供与された機材はオートバイ、自転車、医療機器、無線通信機器で

ある。また、その他一般の機材も供与された。供与された機材総額は、2009 年 11 月まで

で約 3,273 万 2 千円（US$ 360,207 相当。US$1=JPY90.87、2009 年 11 月 JICA 精算レート）

となっている。詳細は英文合同評価報告書の Annex 5 を参照のこと。 

 

（４）現地業務費 

 現地業務費はプロジェクト開始から 2009年 3月までで、1億 1,413万 5千円（US$1,165,237

相当。US$1=JPY97.95、2009 年 3 月 JICA 精算レート）となっている。詳細は英文合同評

価報告書の Annex 6 を参照のこと。 
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３－２ 活動実績 

調査団は、PDM バージョン 5 に記載されている活動の進捗状況を調査した。その結果、成果 3

と成果 4 に係る活動の一部（FSV の実施、リファラル体制の強化）に遅れがみられたものの、そ

れ以外はおおむね計画どおりに実施されたことが確認できた。活動レベルで特筆すべきことは、

それぞれの成果に対応する活動の実施プロセスに一貫性があり、非常に良く計画されていること

である。すべての活動が、現状分析やニーズアセスメント、そして従来のやり方の見直しから始

まり、その結果に基づいてガイドラインやマニュアル等が作成され、必要に応じて改訂される。

そして研修が実施された後、活動が実施・促進される。 

以下、成果ごとに活動の詳細をみていく。 

 

成果 1：「UW 州保健管理チーム（RHMT）及び郡保健管理チーム（DHMT）・亜郡保健チーム（SDHT）

の CHPS 行政に係る知識とスキルが改善する」に対応する活動の進捗状況 

プロジェクトは、RHMT・DHMT・SDHT スタッフの CHPS 管理能力に係る現状分析を行い、

彼らの研修ニーズを明らかにし、それらに基づいて研修モジュール及び教材を作成した。また、

従来の業務管理システムを改良して、「問題の指摘に終始することなく、前向きに業務改善につな

げるツールとして機能させることを目的としたシステム」である FSV を開発し、そのためのモニ

タリングツールや業務評価を目的としたパフォーマンス・スタンダード（Performance Standard：

PS）等を作成した。そして、上記に基づいて、研修を実施した。プロジェクトの記録から、研修

受講者は研修内容に非常に満足していることが分かった（平均満足度は RHMT が 91％、DHMT

が 93％、SDHT が 96％であった）。また、研修後に研修内容の理解度が向上したことが確認でき

た（研修前後のテスト結果の平均上昇率は、RHMT が 21％ポイント、DHMT が 24％ポイント、

SDHT が 14％ポイントであった）。 

 

 活 動 実 績 

1.1 RHMT、DHMT 及び SDHT のマネジ

メント能力に係る現状分析を行う。

RHMT 及び DHMT スタッフの管理能力に関する現

状分析をワークショップ形式で行い、その強みと課

題が明らかになった。SDHT スタッフについては、

インタビューと直接観察にて行った。 

1.2 RHMT、DHMT 及び SDHT に係る人

員の研修ニーズアセスメント（含む

講師訓練のニーズ）を行う。 

①RHMT 及び DHMT スタッフについては、既に上

記 1.1 の中で実施した。 

②SDHT スタッフについては、ワークショップとイ

ンタビューを通じて行い、彼らのニーズが明らか

になった。 

1.3 業務評価のためのパフォーマンスス

タンダードを作成する。 

RHMT・DHMT ・SDHT スタッフ向けの PS 及び PS

を組み込んだモニタリングツールを作成した。その

後、実際に使っていく中で判明した修正点を反映さ

せ、より実用的なものに改良した。 
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1.4 1.1、1.2 の結果に基づいて現職研修

モジュールの改定を行う。 

①RHMT 及び DHMT スタッフ向けの研修教材を作

成し、実際に使っていく中で判明した修正点を反

映させて改良した。 

②SDHT スタッフ向けの研修教材を作成し、研修後

のフィードバックや、実際に使っていく中で判明

した修正点を反映させて改良した。 

1.5 RHMT、DHMT 及び SDHT に研修を

実施する。 

①RHMT スタッフを対象とした研修及びフォロー

アップ研修を、延べ 64 人に対して（実数では平

均 16 人に対して 4 回）実施した。内容は、PS と

FSV の紹介及びプロポーザル作成演習。  

②DHMT スタッフを対象とした研修及びフォロー

アップ研修を、延べ 269 人に対して（実数では平

均 45 人に対して 6 回）実施した。内容は、 PS・

FSV・コーチング手法の紹介及びプロポーザル作

成演習。この研修には延べ 137 人の SDHT スタ

ッフも参加した。 

③SDHT スタッフを対象とした研修及びフォロー

アップ研修を、延べ 257 人に対して（実数では平

均 65 人に対して 4 回）実施した。内容は、CHO

を管理する能力の強化である。 

 

成果 2：「CHO の CHPS 活動に係る知識とスキルが改善する」に対応する活動の進捗状況 

プロジェクトは、CHO の CHPS 実施能力に係る研修ニーズを明らかにし、既存の研修モジュー

ルを分析し、それらに基づいて研修モジュール及び教材を作成した。また、CHO 用の PS や FSV

モニタリングツール等を作成した。そして、上記に基づいて、CHO 養成研修・CHO フォローア

ップ研修・ファシリテーター研修を実施した。プロジェクトの記録から、研修受講者は研修内容

に非常に満足していることが分かった（平均満足度は CHO 養成研修が 98.6％、CHO フォローア

ップ研修が 93.3％であった）。また、研修後に研修内容の理解度が向上したことが確認できた（研

修前後のテスト結果の平均上昇率は、CHO 養成研修が 12％ポイント、CHO フォローアップ研修

が 34％ポイントであった）。 

 

 活 動 実 績 

2.1 CHO 研修のニーズアセスメントを

行う。 

①CHO とファシリテーターの研修ニーズを、第 1

回 CHO 養成研修の内容に基づいて分析した。そ

の結果に基づいて CHO 養成研修の研修モジュー

ルを作成した。 

②CHO としてあらかじめ備えておくべき要件や、

そのために必要な研修内容は毎年見直された。 

2.2 業務評価のためのパフォーマンス

スタンダードを作成する。 

CHO 用の PS、及び PS を組み込んだモニタリング

ツールを作成した。その後、より実用的で使いやす

くなるように毎年改良を重ねた。 
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2.3 2.1 の結果に基づいて現職・再研修

モジュールの改定を行う。 

CHO とファシリテーターへのインタビュー及び

CHO 養成研修の内容に基づいて、関連する CHO フ

ォローアップ研修の研修モジュールを分析した。そ

の結果に基づいて、CHO フォローアップ研修の研

修モジュールを作成した。 

2.4 CHO に定期研修を実施する。 ①CHO 養成研修を、地域看護師 （Community Health 

Nurse：CHN）に対して年に 2～3 回（合計 8 回）

実施し、160 人の CHO を養成した。内容は、PS

と FSV の紹介及び CHPS 活動について。 

②ファシリテーターの能力向上を目的としたファ

シリテーター研修を、CHO 養成研修の前に毎回

実施した。その結果、質の高いファシリテーター

の数は当初の 6 人から 15 人に増えた。 

③CHO フォローアップ研修を、延べ 125 人の CHO

に対して（実数では平均 42 人に対して 3 回）実

施した。内容は、PS と FSV の紹介及び CHPS 活

動・住民参加活動の促進について。 

2.5 年間研修計画を作成する。 ファシリテーターと相談して、毎年度末に CHO

養成研修・CHO フォローアップ研修・ファシリテ

ーター研修の年間計画を作成した。 

 

成果 3：「CHPS 活動に関するスーパービジョンシステムが向上、改善する」に対応する活動の進

捗状況 

プロジェクトは、従来の CHPS の業務管理システムを分析し、その結果及び関係者との議論に

基づいて、FSV のガイドラインとモニタリングツールを作成した。その後、RHMT・DHMT・SDHT

スタッフ及び CHO を対象とした研修を実施し、研修後に FSV をすべての郡に導入した。 

 

 活 動 実 績 

3.1 CHPS 実施に係るスーパービジョン

体制を見直す。 

①ワークショップと直接観察を通じて、RHMT か

ら CHPS ゾーンまですべてのレベルで、従来の

CHPS の業務管理システムを分析し、課題が明ら

かになった。 

②RHMT・DHMT・SDHT スタッフ及び CHO への

インタビューを通じて、研修ニーズが明らかにな

った。 

3.2 支援型スーパービジョンのためのガ

イドライン及びツールを作成する。

①PS を組み込んだモニタリングツールの作成につ

いては、上記 1.3 及び 2.2 にあるとおり。 

②FSV のガイドライン及びモニタリングツールの

マニュアルも作成した。 
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3.3 RHMT、DHMT、SDHT 及び CHO の

支援型スーパービジョン研修を行

う。 

①研修概要は上記 1.5 及び 2.4 にあるとおり。PS

と FSV に関する研修内容は以下のとおり。 

②RHMT 及び DHMT スタッフは、PS と FSV の理

論、ファシリテーション技術の実習、モニタリン

グツールの使用法、FSV 結果の分析方法につい

て学んだ。 

③SDHT スタッフは、FSV の概念、FSV のシステム

全般とモニタリングツールの使用法、FSV 結果

の提示方法について学んだ。 

④CHO は、FSV の概念とモニタリングツールの使

用法について学んだ。 

3.4 ステージ I 郡において GHS による支

援型スーパービジョンの実施が促進

される。 

プロジェクトは以下の活動を実施した。 

①FSV の現場研修（On-the-Job Training：OJT）を 2

回実施し、DHMT スタッフ 42 人と SDHT スタッ

フ 47 人に対して、ファシリテーションの心構え

を説いた。 

②各レベルでの FSV に同行し（DHMT 3 回、SDHT 

7 回、CHO 13 回）、必要に応じて指導を行った。

③全郡で FSV のフィードバックミーティングに参

加し、FSV 結果の分析方法を指導した。 

3.5 ステージ II 郡において GHS による

支援型スーパービジョンが監督され

る。 

プロジェクトは以下の活動を実施した。 

①FSV の OJT を 2 回実施し、DHMT スタッフ 115

人と SDHT スタッフ 116 人に対して、ファシリ

テーションの心構えを説いた。 

②各レベルでの FSV に同行し（DHMT 6 回、SDHT 

11 回、CHO 10 回）、必要に応じて指導を行った。

③全郡で FSV のフィードバックミーティングに参

加し、FSV 結果の分析方法を指導した。 

 

成果 4：「CHPS、診療所及び病院間のリファラル・カウンターリファラル体制が改善される」に

対応する活動の進捗状況 

プロジェクトは、現場における実用的なリファラルガイドライン等を作成した。そのガイドラ

インに基づき、リファラルシステムに関する講師訓練（Training of Trainers：TOT）を GHS 内の主

要関係者に対して実施し、その後、TOT 受講者が、他の GHS スタッフ及び病院スタッフに対し

て内部研修を実施した。研修後に行われたモニタリングによると、CHPS 施設での所定のリファ

ラルフォームや台帳の使用は改善した（所定のリファラル用紙の使用は 2007 年の 38％から 2008

年の 87％に、所定のリファラル台帳の使用は 2007 年の 54％から 2008 年の 87％に、それぞれ向

上した）。しかしながら、2008 年のリファラルフィードバック率はいまだ 30％であった。 
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 活 動 実 績 

4.1 現行リファラル手順を見直す。 ①リファラル状況やリファラルに必要な資機材の

状態、適切なリファラル手順など、従来のリファ

ラルシステムに関する 2 つの調査を実施した。 

②その結果、課題が抽出され、FSV を実施する際

に確認すべき点が明らかになった。 

4.2 保健スタッフと共にリファラルに必

要なガイドラインとフォーマットを

作成する。 

①国のリファラルガイドラインやフォームを補完

する形で、現場における実用的なリファラルガイ

ドラインを作成し、国レベルでの変更時に併せて

改訂した。 

②CHO 用のリファラル判断基準を作成し、RHMT

及び DHMT を通じて、医療施設に配布した。 

4.3 GHS スタッフのための講師訓練を

実施し GHS トレーナーによる CHO

研修を促進する。 

①リファラルシステムに関する TOTを GHS内の主

要関係者 29 人（DHMT・州病院・郡病院スタッ

フ）に対して実施した。 

②TOT 受講者が、233 人の GHS スタッフ及び州・

郡病院スタッフに対して内部研修を実施した（全

郡のすべてのレベルから参加）。 

4.4 ステージ I 郡及び II 郡におけるリフ

ァラル状況をモニターする。 

リファラル状況をモニタリングした。 

4.5 ステージ I 郡における GHS によるリ

ファラルケース分析のための定期会

合を促進する。 

州レベルでの年次リファラル検討会、郡レベルでの

半期リファラル検討会、病院レベルでの検討会が開

催された。 

 

成果 5：「CHPS 活動への住民参加の促進手順が改善される」に対応する活動の進捗状況 

住民参加活動の促進は主に現地 NGO「NSD」に委託して実施された。プロジェクトは、従来の

住民参加活動促進のアプローチと、地域保健委員会（Community Health Committee：CHC）メンバ

ー・CHV 向けの既存の研修モジュールを分析した。それらに基づいて研修教材を作成し、CHC

メンバー・CHV・GHS スタッフに対する研修を行った。その結果、CHV や CHC は、より積極的

に CHPS 活動をサポートするようになった。 

 

 活 動 実 績 

5.1 住民動員のための現行アプローチを

見直す。 

住民参加活動に関する主要な課題が関係者（プロジ

ェクトメンバー、RHMT スタッフ、ステージ I 郡の

DHMT スタッフ）の議論を通じて明らかとなり、

対策をとった。 

5.2 CHC、CHV のパフォーマンススタン

ダードを作成する。 

CHC 及び CHV 用の PS と FSV モニタリングツール

を作成・改良した。 

5.3 CHC、CHV のための研修モジュール

を見直し改定する。 

CHC メンバー・CHV 向けの研修モジュール及び教

材を作成・改良した。 



－ 12 － 
 

5.4 コミュニティー啓発、CHC・CHV 研

修、GHS スタッフ現職研修、CHPS

コミュニティー間の相互訪問等を通

じて現地 NGO による住民参加を促

進する。 

①CHC メンバー・CHV 研修を、ステージ I 郡の 14

の CHPS ゾーンで 680 人に対して実施した。その

結果、彼らは、より積極的に CHPS 活動をサポー

トするようになった。 

②GHS スタッフ（主に CHO）243 人に対して、「コ

ミュニティー保健行動計画（Community Health 

Action Plans：CHAP）の策定方法」や「CHC や

CHV の管理技術」に関する研修を実施した（フ

ィールド実習も含む）。 

③ステージ I 郡では、機能している CHPS ゾーンの

すべてが CHAP を策定し、ステージ II 郡でも、

少なくとも各郡の中で 1 つの CHPS ゾーンが

CHAP を策定した。 

④CHPS ゾーン間の相互視察を 7 回行い、CHC メン

バーや CHV が地域のグッドプラクティスを共有

し、住民参加活動に対する理解を深めた。 

⑤機能している CHPS ゾーンのすべてでコミュニ

ティー会合が開かれていた。 

5.5 継続性のある CHC・CHV システム

の構築法に関するガイドラインとマ

ニュアルを作成する。 

①「CHAP の策定方法」に関するマニュアル及びガ

イドラインを作成し、主に CHO に配布した。 

②「持続的な住民参加」に関するマニュアル及びガ

イドラインを作成し、主に DHMT に配布した。

 

成果 6：「教訓やグッドプラクティスが普及される」に対応する活動の進捗状況 

プロジェクトは、活動を通じて作成・蓄積されたガイドラインやマニュアル、研修教材やグッ

ドプラクティスといったさまざまな成果品を、州 CHPS フォーラムやリファラル検討会、CHPS

調整会議や UW 州内 CHPS ゾーン間の相互視察、アクラからの中央レベルのスタディツアー（メ

ディアも含む）やアクラでの普及ワークショップなどを通じて、UW 州内及び中央レベルでの政

策担当者・主要関係者に対して普及させた。 

 

 活 動 実 績 

6.1 地域 CHPS フォーラムを組織する。 州 CHPS フォーラムは 3 回開催された。参加者は、

RHMT、 DHMT、 SDHT 、 CHO、州連携委員会

（Regional Coordinating Council：RCC）、伝統的指導

者、郡議会（District Assembly：DA）、開発パート

ナー、メディアからの代表者であった。州内での

CHPS のコンセプトに対する理解が深まった。 

6.2 プロジェクトによって開発されたガ

イドラインやマニュアルを 3 年次始

めにステージ II 郡に普及する。 

FSV システム、リファラルシステム、住民参加活

動促進に関するマニュアル及びガイドラインは標

準化され、ステージ I郡と II郡の両方へ普及させた。
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6.3 ベストプラクティスや教訓を文書化

し、ステージ I 郡から II 郡へ普及す

る。 

①グッドプラクティスは 2009 年 8 月と 9 月にそれ

ぞれ開催されたリファラル検討会と CHPS 調整

会議で紹介された。 

②グッドプラクティスの文書化は 2009年 12月に完

成予定である。最終成果品は州 CHPS フォーラム

やその他の会議で紹介される予定である。 

6.4 GHS スタッフ・CHC・CHV のステ

ージ I 郡と II 郡での相互訪問を 2008

年より促進する。 

①ステージ I 郡と II 郡の間で CHO、CHC メンバー、

CHV による相互視察が行われ、2008 年は 3 回の

相互視察で 66 人が参加、2009 年も 3 回の相互視

察で 99 人が参加した。 

②相互視察は CHPS ゾーン間で、お互いの経験を共

有する良い機会であった。参加者の満足度も非常

に高かった（満足度は一番低い時で 90％、最も

高い時は 100％であった）。 

6.5 プロジェクトのマニュアルやガイド

ライン、ベストプラクティス、教訓

等を文書化し、中央の政策レベルや

関係者へ普及する。 

プロジェクトが作成・蓄積してきた成果品やグッド

プラクティスは、2009 年 9 月に実施されたアクラ

からのスタディツアーや 2008 年に 2 回、2009 年に

2 回アクラで開催された普及ワークショップにて、

政策担当者及び開発パートナーに紹介された。 

 

３－３ 成果の達成度 

今回の終了時評価において、おおむね期待された成果が発現していることが確認できた。なか

でも特記すべき事項として、以下が挙げられる。 

 

①UW 州で機能している CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人の CHO を養成した。 

②RHMT から CHPS ゾーンまですべてのレベルにおいて FSV を導入した。 

③住民参加活動を促進した結果、多くのコミュニティーで CHAP が策定された。プロジェクト

開始時には CHAP は存在しなかったが、現在は、機能している CHPS ゾーンの約半分に当た

る 40 の CHPS ゾーンが、CHAP の活動を少なくとも 1 回は実施したことが FSV により確認

されている。 

④機能している CHPS 施設が、質の高い PHC を提供することができるように必要な資機材を供

与した。 

⑤RHMT・DHMT・SDHT・CHO・CHC・CHV による FSV システムやリファラルシステム、住

民参加活動促進等に関するグッドプラクティスの最終版は、2009 年 12 月の州 CHPS フォー

ラムや 2010 年 1 月にアクラで行われる普及ワークショップで紹介される予定である。 

 

一方で、PDM 上の成果 3 及び成果 4 に関し、以下のように、今後改善の余地がみられる部分も

ある。 

 

①FSV の導入が終わって実施が始まったものの、RHMT による FSV の開始が予定より遅れる

など、その進捗状況については各レベル間で違いがみられた。 
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②リファラルにおいて所定の手順に従わないケースや、リファラル結果のフィードバックが徹

底されないケースがみられた。 

 

成果 1：「UW 州保健管理チーム（RHMT）及び郡保健管理チーム（DHMT）・亜郡保健チーム（SDHT）

の CHPS 行政に係る知識とスキルが改善する」の達成状況 

成果 1 は十分に発現していると考えられる。プロジェクト文書によると、RHMT・DHMT（全

9 郡）・SDHT（全 66 亜郡）が、本プロジェクトの主要構成要素のひとつである PS と FSV に係る

研修を受講し、PDM 上の指標を達成した。スタッフレべルでみていくと、SDHT 全責任者の 98.1％、

DHMT 全技術スタッフの 51.5％、そして RHMT 全技術スタッフの 32％が研修を受講した。SDHT

責任者と DHMT 技術スタッフの受講率が高く、さらに研修受講者の研修内容に対する理解度が向

上したことを考えると、本研修が、個人能力の向上にとどまらず、GHS の組織力強化に寄与した

といえる。実際にインタビューで、研修を受講した複数のスタッフに、研修で学んだことをどの

ように活用しているのか確認したところ、「研修後は、FSV において問題の指摘に終始すること

なく、RHMT から CHO までが同じ 1 つのチームとして問題解決に取り組んでいる」という回答

が返ってきた。さらにプロジェクトは、OJT 等を通じて、受講者が研修で学んだことが実際に FSV

の実施において活用され、定着するよう支援を行った。 

 

 指 標 達成状況 

1.1 UW 州の RHMT 及び DHMT（全郡）

を対象とした PS 研修を実施する。 

RHMT 技術スタッフ（32％）と DHMT（全郡）の

技術スタッフ（51.5％）が PS と FSV に関する研修

を受講した。  

1.2 UW 州の DHMT（全郡）を対象とした

プロポーザル作成研修を実施する。 

DHMT（全郡）の技術スタッフ（51.5％）がプロポ

ーザル作成研修を受講した。 

1.3 UW 州の SDHT（全亜郡）を対象と

した FSV 研修を実施する。 

SDHT（全亜郡）の責任者（98.1％）が FSV と PS

に関する研修を受講した。 

1.4 研修受講者の研修内容に対する理解

度が向上する。 

 

研修受講者（RHMT、DHMT、SDHT）の研修内容

に対する理解度がすべての研修コースにおいて向

上した。研修前後のテスト結果の平均上昇率は、

RHMT が 21％ポイント、DHMT が 24％ポイント、

SDHT が 14％ポイントであった。 

 

成果 2：「CHO の CHPS 活動に係る知識とスキルが改善する」の達成状況  

成果 2 は十分に発現していると考えられる。プロジェクト文書によると、UW 州で機能してい

る CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人の CHN が CHO 養成研修を、そして UW 州で勤務中の全

CHO の 96.2％が CHO フォローアップ研修を受講した。十分な数の新人 CHO を養成した上、現

職 CHO の受講率も高く、さらに研修受講者の研修内容に対する理解度が向上したことを考える

と、本研修が、個人能力の向上にとどまらず、GHS の組織力強化に寄与したといえる。実際に

CHO とのインタビューで、彼らが研修で得た知識や技術を現場で活用していることが確認できた。

また、研修モジュールや研修教材が標準化されたこと、そして UW 州で質の高い CHO 研修を継

続的に実施するために、十分な数のファシリテーターを訓練したことも注目に値する。 
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 指 標 達成状況 

2.1 少なくとも CHN 140 人に対して

CHPS 研修を実施する（CHO 養成研

修の実施）。 

CHN 160 人に対して CHO 養成研修を実施した。 

 

2.2 少なくとも現職 CHO 70 人に対して

研修を実施する（CHO フォローアッ

プ研修の実施）。 

現職 CHO 125人に対して CHOフォローアップ研修

を実施した。 

 

2.3 研修受講者の研修内容に対する理解

度が向上する。 

研修受講者（CHN と現職 CHO）の研修内容に対す

る理解度がすべての研修コースにおいて向上した。

研修前後のテスト結果の平均上昇率は、CHO 養成

研修が 12％ポイント、CHO フォローアップ研修が

34％ポイントであった。 

 

成果 3：「CHPS 活動に関するスーパービジョンシステムが向上、改善する」の達成状況 

成果 3 は部分的に発現していると考えられる。FSV のルールやモニタリングツール等を導入し

た上で研修を実施したものの、FSV の実施については、まだすべてのレベルで定期的に行われて

いるとはいえず、PDM の指標 3-2 で定めた目標値である FSV の実施率 75％も達成されなかった。

しかしながら、FSV が 1 回しか実施されなかった RHMT を除き、2008 年から 2009 年にかけてす

べてのレベルで実施率が向上したことは注目すべきである。またフィールド訪問時には、FSV に

かかわっているヘルススタッフがとても前向きな考えや態度をもっており、FSV 結果のフィード

バックが CHPS レビュー会議や報告書を通じて行われていることが確認できた。 

その一方で、上に述べたように、RHMT による FSV は当初 2009 年 1 月から開始予定であった

ものの、モニタリングツールの開発の遅れのため、2009 年 9 月から開始され、終了時評価時点で、

ちょうど 2 回目が実施されているところであった。この遅れの原因のひとつは、プロジェクトが

SDHT レベルや CHO レベルの活動を優先させていたからである。また、もうひとつの原因として、

RHMTが抱える膨大な仕事量や日本人専門家のガーナでの滞在期間が比較的短いことなどに起因

する RHMT とのコミュニケーション及び調整不足がプロジェクトメンバーにより指摘された。 

 

 指 標 達成状況 

3.1 2008 年終わりまでに、FSV のガイド

ラインやモニタリングツールを作成

し、RHMT 及び DHMT（全郡）に導

入する。 

①FSV の一般ガイドラインを 2009 年 6 月に作成し

た。 

②SDHT から CHO に対する FSV のマニュアルを

2008 年 8 月に作成し、研修で使い始めた。2009

年 6 月に、より実用的で使いやすくなるように改

訂した。 

③CHO から CHV に対する FSV のマニュアルを

2008 年 12 月に作成し、研修で使い始めた。2009

年 5 月に、より実用的で使いやすくなるように改

訂した。 
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3.2 プロジェクトが作成したガイドライ

ンに基づいて、FSV がプロジェクト

期間を通じて定期的に実施される

（目標実施率は RHMT が 100％、

DHMTs・SDHTs・CHOs が最低 75％）。

FSV 実施率2は、RHMT が 33.3％（2009 年）、DHMT

が 56.7％（2009 年）、SDHT が 23.7％（2009 年）、

CHO が 52.5％（2008～2009 年平均）、であった。 

 

成果 4：「CHPS、診療所及び病院間のリファラル・カウンターリファラル体制が改善される」の

達成状況 

成果 4 も部分的に発現していると考えられる。現場における実用的なリファラルガイドライン

等を作成し、それらを使って研修を実施したものの、所定のリファラル手順に従わないケースも

みられた。 

 

プロジェクトは、国のリファラルガイドラインやフォーム、リファラル台帳を補完する形で、

現場における実用的なリファラルガイドライン（CHO 用のリファラル判断基準も含む）を作成し

た。その後、DHMT・州病院・郡病院スタッフに対する TOT を実施し、TOT 受講者が、その他の

GHS・州病院・郡病院スタッフに対して内部研修を実施した。これにより CHPS から上位機関へ

のリファラル状況は改善したが、病院から下位機関へのカウンターリファラル状況が改善するま

でには時間がかかった。FSV のモニタリングツールの中に適切なリファラル手順を踏んでいるか

どうかを確認する項目があるが、そこで満点を取った医療施設は、CHPS レベルでは 56％（2009

年 6～9 月）、診療所レベルでは 38％（2009 年 6～9 月）、病院レベルでは 0％（2009 年 4～6 月）

であった。しかしながら今回、州病院視察や州病院のリファラル責任者及び DHD とのインタビ

ューを通じて、現在は病院でのリファラル状況も改善してきていること（所定のリファラルフォ

ームの使用、リファラルコーディネーターの配置、カウンターリファラルの改善など）が確認で

きた。また、州病院のリファラル責任者は、「CHO がコミュニティーに配置されている場合、彼

らが重い病気の危険な兆候をいち早く察知し、病状が悪化する前にリファラルしてくるため、

CHO が配置されていない場所から送られてくる患者と比べて状態が良い」と話していた。 

 

 指 標 達成状況 

4.1 リファラルガイドライン及びフォー

ムを作成し、RHMT 及び DHMT（全

郡）に導入する。 

リファラルガイドライン及びフォームの最終版を

作成し、2009 年 8 月に RHMT・DHMT（全郡）・州

病院・郡病院に導入した。 

4.2 プロジェクトが作成したリファラル

ガイドライン及びフォームに係る研

修を、DHMT スタッフが CHO に対

して、全郡にて実施する。 

2008 年 1 月と 2 月に、プロジェクトが作成したリ

ファラルガイドライン及びフォームに係る研修を、

DHMT スタッフが CHO に対して、全郡にて実施し

た。 

                                                        
2 FSV 実施率を計算する数式は、一定期間（SDHT は毎月、RHMT と DHMT は四半期に一度）の実際の FSV 実施数を、同期

間に予定されていた FSV 実施数で割ったものである。 
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4.3 プロジェクトが作成したリファラル

ガイドライン及びフォームに基づい

て、プロジェクト期間を通じて、所

定のリファラル手順に従う（目標値

は病院・診療所・CHO の最低 75％）。

FSV のモニタリングツールの中に適切なリファラ

ル手順を踏んでいるかどうかを確認する項目があ

る。そこで満点を取った医療施設は、CHPS レベル

では 56％（2009 年 6～9 月）、診療所レベルでは 38％

（2009 年 6～9 月）、病院レベルでは 0％（2009 年 4

～6 月）であった。 

4.4 四半期に一度、全郡にてリファラル

検討会が開催される。 

 

2009 年 1 月より、全郡にて CHPS レビュー会議が

始まった。会議の中で、FSV から集計されたリフ

ァラルデータが分析される。 

 

成果 5：「CHPS 活動への住民参加の促進手順が改善される」の達成状況 

成果 5 は発現していると考えられる。終了時評価の時点で、機能している全 CHPS ゾーン3の

52.6％（ステージ I 郡の CHPS ゾーンの 78.2％、ステージ II 郡の CHPS ゾーンの 41.5％）が CHAP

の活動を少なくとも 1 回は実施したことが、CHO に対する FSV の結果により明らかとなってい

る。ステージ I 郡と II 郡の間に達成度の差はあるが、プロジェクト開始時には CHAP は存在しな

かったことや、他州がコミュニティーによる計画の部分で困難に直面している4ことを考えると、

UW 州での実績は優れているといえる。 

また、プロジェクトは自立発展性の観点からも、正しい方向に向かっている。プロジェクトメ

ンバーや現地 NGO「NSD」代表とのインタビューによると、プロジェクトは 2007 年から徐々に

活動の焦点を「CHC メンバー・CHV に対する研修」から「GHS 及び郡議会（District Assembly：

DA）スタッフに対する TOT」に移してきた。これは、「NGO が直接的に CHC メンバー・CHV の

能力を向上させること」から、「彼らを管理する立場にある GHS 及び DA スタッフの能力を強化

すること」に軸足を移したことを意味する。また、CHO・CHC メンバー・CHV によるステージ

II 郡から I 郡へのスタディツアー（2008 年と 2009 年にそれぞれ 3 回）を実施したことや、CHO

フォローアップ研修の中に CHAP 策定方法の講義を入れたことが、GHS スタッフとコミュニティ

ーの人々との関係を更に深め、自立発展的な CHAP の拡大につながったと考えられる。結果とし

て、終了時評価時点で、NGO からの直接的なサポートなしに CHAP の活動を始めた CHPS ゾー

ンの数は、CHAP 活動を実施する全 CHPS ゾーンの約 3 分の 1 を占めるに至った。 

 

 指 標 達成状況 

5.1 2008 年末までに、ステージ I 郡での

フィールド活動に基づいて、GHS ス

タッフ向けの「住民参加」に関する

ガイドライン及びマニュアルを作成

する。 

左記ガイドラインを 2009 年 3 月に作成し、8 月に

改訂した。 

                                                        
3 CHAP に関する調査を実施した時、機能している全 CHPS ゾーンの数は 76 であった。 
4 “In-depth Review of the Community-based Health Planning Services (CHPS) Programme”レポート参照。 
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5.2 プロジェクトが作成したガイドライ

ン及びマニュアルに基づいて、住民

参加活動促進に関する研修を、GHS

及び DA スタッフに対して、全郡に

て実施する。 

①2006 年 12 月から 2008 年 12 月にかけて、CHV

研修を実施し、680 人の CHC メンバー及び CHV

が参加した。 

②2006 年 9 月から 2009 年 8 月にかけて、住民参加

活動促進に関する研修を GHS 及び DA スタッフ

243 人に対して実施した。 

③住民参加に関するマニュアルを GHS 及び DA ス

タッフに配布した。 

 

成果 6：「教訓やグッドプラクティスが普及される」の達成状況 

成果 6 は発現していると考えられる。プロジェクトはグッドプラクティスを、州 CHPS フォー

ラムやリファラル検討会、CHPS 調整会議や UW 州内 CHPS ゾーン間の相互視察、アクラからの

中央レベルのスタディツアー（メディアも含む）やアクラでの普及ワークショップなどを通じて、

UW 州内及び中央レベルでの政策担当者・主要関係者に対して普及させた。グッドプラクティス

の最終版は 2009 年 12 月の州 CHPS フォーラム及び 2010 年 1 月にアクラで行われる普及ワークシ

ョップで紹介される予定である。 

 

 指 標 達成状況 

6.1 以下に関するグッドプラクティス

を抽出し、UW 州内で共有する。 

－1）a）CHO、b）SDHT、  

c）DHMT/RHMT、d）CHC/CHVs

－2）a）FSV、b）リファラル体制、 

c）住民参加活動促進 

①CHO・SDHT・DHMT・RHMT・CHC・CHV に

よる FSV・リファラル体制・住民参加活動促進

に関するグッドプラクティスが抽出された。 

②報告書は 2009 年 12 月の州 CHPS フォーラムで

配布する予定である。 

③リファラル検討会や CHPS 調整会議、CHPS ゾ

ーン間の相互視察等を通じて、グッドプラクテ

ィスを UW 州内でも普及させた。 

6.2 抽出されたグッドプラクティス

を、GHS・MOH の政策担当者に紹

介する。 

2008 年 9 月から 2010 年 1 月にかけて 6 回開催し

た普及ワークショップ（そのうちの 1 回はアクラ

から UW 州へのスタディツアー）を通じて、グッ

ドプラクティスを GHS・MOH の政策担当者に紹

介した。 

 

３－４ プロジェクト目標と上位目標の達成度 

３－４－１ プロジェクト目標の達成度  

プロジェクト目標：「UW 州 CHPS 政策に関する GHS の行政能力が強化される」 

プロジェクト目標に関しては、その達成度は高いと判断した。本プロジェクトにおいては、

プロジェクト目標である「UW 州 CHPS 政策に関する GHS の行政能力の強化」の達成に、特に

以下の点が大きく貢献した。 

 

①CHO のトレーニング体制の標準化。プロジェクトは CHO 養成研修のモジュール及び教材

を使いやすく整備するとともにファシリテーターを育成し、160 人の CHO を養成した。 
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②RHMT・DHMT・SDHT・CHPS ゾーンのすべてのレベルにおけるマネジメント体制の強化。

プロジェクトはそれぞれのレベルに対応した FSV の体制を構築し、そのツールを開発・普

及した。 

③住民参加活動の促進。プロジェクトは、コミュニティーによる CHAP の作成・実行を通じ

て、CHPS 運営に係る住民参加を強化した。 

 

プロジェクト目標の各指標の分析は以下のとおりである。  

 

指標 1：PS と照らし合わせて、RHMT・DHMT・SDHT スタッフ及び CHO の業務遂行能力が向

上する。 

業務遂行能力向上の指標のひとつである FSV の実施率は、FSV が 1 回しか実施されなかった

RHMT を除き、すべてのレベルで向上した。しかしながら、これまでの FSV から集められた情

報は限られているため、総合的な業務遂行能力の向上を評価することは、すべてのレベルにお

いて難しい。今後、総合的な業務遂行能力の向上を評価するために、FSV 結果の詳細分析を行

うことが望ましい。 

 

指標 2：CHO の家庭訪問5によりカバーされる世帯数が増加する。 

今回入手可能なデータは、2006 年から 2009 年にかけて「世帯訪問数」の増加を示している。

しかしながら、いくつかの郡においてデータの質（特に 2007 年と 2008 年）を詳しく調べる必

要がある。さらに、データは、2008 年に起きた洪水のように「世帯訪問」の実施に影響を与え

る状況も考慮しながら分析する必要がある。 

 

指標 3：プロジェクトが提供したオートバイ・医療機材・無線通信機器すべてが、プロジェクト

終了時まで十分に活用される。 

ほとんどの資機材（特にオートバイ）はよく利用され、維持されていた。CHPS ゾーンに供

与された医療機材に関しては、38 品目のうち 2 つ（外科用刃物容器及び膣鏡）だけが 50％以

上の CHO によって頻繁に利用されていなかった。複数の関係者の話から、使用頻度の低さの

主因のひとつは、CHO が使い方に関する十分な知識をもっていないことだと推測された。 

 

指標 4：CHO による適切なリファラルケースの割合が増加する（ステージ I 郡にて）。 

プロジェクトのデータによると、CHO による適切なリファラルは成功しており、その割合は

非常に高いとみなすことができる。しかしながら、上位機関（特に病院レベル）からのカウン

ターリファラルにはいまだ課題がある。 

 

指標 5：CHAP を実施している CHPS ゾーンの割合が増加する。 

今回入手可能なデータによると、現在、機能している CHPS ゾーンは 81 カ所あり、そのうち

25 カ所が現地 NGO「NSD」の支援を受けて CHAP を策定した。NSD からの支援がなかった残

り 56 カ所のうち 15 カ所が CHO フォローアップ研修等で学んだことを通じて独自に CHAP を

                                                        
5 RHMT との議論を経て、プロジェクトは指標として、訪問した「家庭」の数ではなく、「世帯」の数を数えることで合意し

た。ガーナでは「家庭」は複数の「世帯」から構成されている。 
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策定した。このことは、CHAP の概念がいろいろな形で浸透し、NSD からの直接支援なしでも

自立発展的な形で成功するであろうことを示している。 

 

指 標 達成状況 

指標 1：PS と照らし合

わ せ て 、 RHMT ・

DHMT・SDHT スタッ

フ及び CHO の業務遂

行能力が向上する。 

[RHMT] 

RHMT による DHMT に対する FSV 及び RHMT の自己モニタリングは

当初 2009 年 1 月から開始予定であった。しかしながら、モニタリング

ツールの開発の遅れのため、2009年 9月から開始した。その結果、DHMT

に対する FSV と RHMT の自己モニタリングは 2009 年 10 月時点では、

1 回実施されただけであった。 

[DHMT] 

①DHMT による SDHT に対する FSV は 2008 年 7 月から開始した。

FSV の平均実施率は 2008 年の 10.9％から 2009 年の 56.7％に増加

した。 

②RHMT による DHMT に対する FSV は上記のとおり 1 回実施され

ただけであるため、DHMT のパフォーマンスレベル6を評価するに

は時期尚早である。ただし、以前のステージ I 郡の DHD に率いら

れている郡（ワ・ミュニシパル郡とジラパ郡）のパフォーマンス

レベルが比較的高いことを考えると、プロジェクト開始当初にパ

イロット郡として優先的に活動を実施したステージ I 郡の DHD の

能力が大きく向上し、異動後も引き続きその手腕を発揮している

可能性はある。 

[SDHT] 

①SDHT による CHO に対する FSV は 2008 年 6 月から開始した。FSV

の平均実施率は、2008 年の 7.5％から 2009 年の 23.7％に増加した。

②SDHT のパフォーマンスレベルは、郡全体またはステージ I 郡と II

郡それぞれの平均値で見た場合は、必ずしも向上してない。 

[CHO] 

①CHO による CHV や伝統的産婆（Traditional Birth Attendant：TBA）

等への FSV は、業務管理ではなく、個別の相談に近いという点に

おいて、上記 FSV とは違っている。FSV の平均実施率は、CHV に

対しては 52.5％であり、TBA に対しては、85.2％であった。 

②CHO の平均パフォーマンスレベルは、2008 年の 56.1％から 2009

年の 62.7％に増加した。 

指標 2：CHO の家庭訪

問によりカバーされ

る世帯数が増加する。 

2006 年から 2009 年 6 月にかけて CHO による世帯訪問が行われ、

CHPSゾーン 1カ所における 1カ月当たりの世帯訪問数は 2006年の 57.8

世帯から 2009 年の 90.1 世帯に増加した（2006 年は 57.8 世帯、2007 年

は 96 世帯、2008 年は 94.5 世帯、2009 年は 90.1 世帯）。 

                                                        
6 パフォーマンスレベルは、主に CHPS 活動に係る以下の職務に基づいて評価される：①CHPS 施設の状況、②各種活動状況、

③CHPS 等報告書の提出、④在庫管理、⑤資機材・医薬品の供給・管理、⑥文書管理、⑦CHPS 関連会議の実施、⑧テクニ

カル支援の実施、⑨適切なリファラル（搬送）の実施。 
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指標 3：プロジェクト

が提供したオートバ

イ・医療機材・無線通

信機器すべてが、プロ

ジェクト終了時まで

十分に活用される。 

①38 品目の医療機材が DHMT 及び RHMT のアドバイスに基づいて選

択された。 

②上記 38 品目の間で、使用頻度に関してはいくらかの違いがある。 

③21 品目は、50％以上の CHO によって頻繁に利用されており、50％

以上の CHO によって全く使用されなかったのは 2 品目だけであっ

た。 

④分娩時に必ず必要な機材（へその緒用の鉗子等）など、利用頻度は

必ずしも高くなかったものの、必要時にはとても役に立った医療機

材もあった。 

⑤大きな手術用器具（外科用刃物容器等）や CHO が使い方に関する適

切な研修を受けていない器具（膣鏡等）は使用頻度も必要性も高く

なかった。 

⑥一部の機材は既に CHO が持っていたため、JICA 提供のものをスペ

アとして保存し、プロジェクト期間中は一度も使用されなかった。

⑦CHO の 84.3％がほぼ毎日オートバイを使用し、94.8％が毎月、定期

点検に出していた。 

⑧無線通信機器の 88.2％が良い状態であり、42.2％がメッセージを受け

るためにほぼ毎日利用され、31.6％がメッセージを送るためにほぼ毎

日利用されていた。 

指標 4：CHO による適

切なリファラルケー

スの割合が増加する

（ステージ I 郡にて）。 

SDHT による CHO に対する FSV のデータによると、CHO による適

切なリファラルケースの割合は、わずかな減少がみられるものの、非

常に高いレベルで推移している（2009 年 3～5 月は 98％、2009 年 6～8

月は 93％）。 

指標 5：CHAP を実施

している CHPS ゾー

ンの割合が増加する。 

①SDHT による CHO に対する FSV のデータによると、機能している全

CHPS ゾーンの 52.6％が CHAP の活動を少なくとも 1 回は実施した。

②CHO フォローアップ研修の中に CHAP 策定方法の講義を入れた影響

もあり、CHAP 活動を実施する全 CHPS ゾーンの約 3 分の 1 は、NGO

からの直接的なサポートなしに CHAP の活動を始めた。 

 

３－４－２ 上位目標に関して 

上位目標：「機能している CHPS ゾーンが拡大する」 

上位目標に関しては、その達成に向けて、機能している CHPS ゾーン7の数は順調に増えてい

る。2006 年のプロジェクト開始時には 24 カ所であった機能している CHPS ゾーンの数は、2009

年には 81 カ所にまで増えた。これは、2015 年までに達成すべき目標数（197 CHPS ゾーン）の

41.1％に該当する。特に、CHPS ゾーン設置後遅滞なく CHO を配置できるよう、プロジェクト

が十分な数（現在機能している CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人）の CHO を育成したこと

は、機能している CHPS ゾーン数の増加に大きく貢献していると考えられる。 

今後、上位目標を達成するためには、CHO が居住し、CHPS 活動の拠点ともなる CHPS 施設

の建設が欠かせない。2009 年 9 月までに 71 カ所の CHPS 施設が建設された。2006 年のプロジ

                                                        
7 GHS の定義では、「機能している CHPS ゾーン」は、以下の 6 つの要素で構成されている：①計画、②コミュニティー啓発、

③コミュニティー保健施設、④医療従事者、⑤必要不可欠な資機材・医療機材、⑥保健ボランティア。しかしながら、本プ

ロジェクトでは、「CHO が配置され、コミュニティー啓発がなされて（CHV が配置されて）いれば、機能している CHPS ゾ

ーンと見なす」というこれまで使用してきた定義を、実用的定義として用いることでガーナ側と合意した。 
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ェクト開始以降、毎年平均 16 カ所が建設されたが 2015 年までに目標数を達成するためには、

今後、毎年平均 21 カ所の CHPS 施設が必要となるため、建設を加速する必要がある。 

 

３－５ 「プログラム」に関して 

 本案件は、JICA 戦略プログラム第 1 号として推進されている「アッパーウエスト州住民の健康

改善プログラム（通称：「健康の輪」プログラム）」の中核をなすコンポーネントとして位置づけ

られている。従来からも、技術協力プロジェクト、無償資金協力、JOCV といったスキームは存

在し、また必要に応じて連携を行ってきたが、「戦略プログラム」とは、1 つのより大きな目標へ

の到達をめざしてスキームの異なる支援がそれぞれの特徴を生かしながら連携するようデザイン

の段階から計算され、相乗効果を発揮して有機的に機能するように計画され、戦略的に実施され

るものとされている。 

 「健康の輪」プログラムは、「UW 州住民の健康を改善する」ことを目標に 2006 年から 2010

年までの予定で開始され、技術協力プロジェクト（本案件）と JOCV、無償資金協力、個別専門

家の 4 つの構成要素から成っていた。JOCV については、2005 年度から 2009 年度にかけて UW

州内に「プログラム」に関連した 7 人の隊員（保健師、視聴覚教育、栄養師、公衆衛生、看護師、

助産師）が派遣されており、保健教育活動等を実施している。また、無償資金協力では、駐在保

健師を育成する地域看護師養成校の教育資材、病院やヘルスセンターの医療機材の整備を行い、

プログラムの成果発現に寄与した。 

 プログラム開始当初は、プログラムの関係者間の情報共有は活発に行われていなかったが、2008

年 7 月の本プロジェクトの中間評価実施後に、各構成要素がプログラム目標に向けて有機的に連

動するように、プログラムの見直しを行った。その結果、プログラム目標は「UW 州の住民の PHC

へのアクセスが向上する」と変更された。また、プログラムの中核は技術協力プロジェクトであ

ることが確認されるとともに、プロジェクトの契約変更を行い、同年 11 月からプロジェクト内に

広報・プログラム調整の専門家を配置し、同専門家が協力隊員との連絡調整役を担うこととなっ

た。また、JICA ガーナ事務所の保健分野を担当する企画調査員がドナー会合等でプロジェクトの

成果を共有することで、中央レベルにおいても認知度の向上を図るとともに、ドナー会合で行わ

れている議論についてもプロジェクトと共有した。 

 これらの結果、JOCV と技術協力プロジェクトの連携としては、プロジェクトが主催する州

CHPS フォーラムへの JOCV の参加と活動・課題の発表、プロジェクトの CHO 研修への現場で必

要とされるスキルに関するアイデアの提供と救命法等のデモンストレーションの実践、CHO 研修

への JOCV の参加と同僚である CHO の活動のモニタリング、JOCV のコミュニティー啓発活動へ

の技術協力プロジェクトによる支援等が行われた。また、プロジェクトで開発・導入し始めたコ

ミュニティー緊急搬送システム（Community Emergency Transport Systems：CETS）について、専

門家が JOCV に CETS 構築のための簡易マニュアルを配布し、内容を説明することにより、JOCV

が活動するコミュニティーで同活動の普及を開始し、コミュニティー活動が行われるに至るとい

ったことも行われた。 
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 また、無償資金協力で供与された機材8についても、JOCV が使用状況についてモニタリングを

行い、適切に使用されていない場合は適宜指導を行い、管理方法を提案するなどの活動を行った。 

 プログラムの見直し後、各スキーム間の連携は促進され、有機的に連動したといえよう。 

                                                        
8 無償資金協力（アッパーウエスト州基礎的医療機材整備計画）では、州・郡病院には帝王切開（開腹手術）が可能なレベル、

ヘルスセンターには通常分娩ができるレベルの機材供与を行い、救急車・無線機の供与によりリファラル体制を改善させる

と同時に、ジラパ看護学校に対して教材の供与を行った。これらの供与機材について、2009 年 2 月上旬に 1 週間にわたって

使用状況を調査した結果、ほぼ適切に使用されていることが確認されたが、数台の救急車が当初予定と違う病院に配置され

たことが判明した。これについて RHD に確認したところ、当初予定よりも配置に時間がかかったため優先順位に変更が生

じ、現在の配置で効果的に活用されているとの回答を文書で得、大使館に報告された。 
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第４章 ５項目評価結果 
 

４－１ 妥当性 

プロジェクトは、ターゲットグループや事業対象地域のニーズ、ガーナの開発及び保健政策、

そして日本の対ガーナ「国別援助計画」（2006 年）とも合致しており、妥当性が非常に高い。 

 

UW 州は、乳幼児死亡率等の保健指標が他地域よりも悪く、PHC へのアクセスが限られている

極貧地域のひとつである。このような状況を改善するため、GHS は、保健サービスへのアクセス

と質を改善し、地理的な不均衡を解消することをめざした費用対効果の高いコミュニティーベー

スの保健サービスシステムとして、CHPS を導入した。CHPS は、「ガーナ国 成長と貧困削減戦略

文書（GPRS II）」（2006～2009 年） や「第 3 次保健セクター5 カ年計画」（2007～2011 年）とい

った高次の国家政策にも整合しており、これらは以前の国家政策から CHPS の重要性を引き継い

でいる。プロジェクトは、日本の対ガーナ国別援助計画（2006 年）とも整合している。その 4 つ

の「戦略プログラム」のひとつとして、「貧困地域における基礎生活環境の改善（戦略プログラム

2）」を取り上げている。上記戦略プログラムの中での重点協力領域として、「地域保健改善、感染

症対策」を掲げ、「健康状態の改善のために、地域住民の主体的な参加を念頭に置き、保健指標の

低い地域において、地域保健改善と保健医療行政強化、HIV/AIDS、マラリアを含む寄生虫対策な

どの感染症対策支援に取り組む」としている。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクトの「成果」の達成は、以下のような点から「プロジェクト目標」である「UW 州

CHPS 政策に関する GHS の行政能力の強化」の達成に貢献した。また、プロジェクト目標達成に

影響を与えたその他の大きな外部要因は見当たらないことから、本プロジェクトの有効性は高い

といえる。 

 

①成果 1 と成果 2 では、十分な数の DHMT・SDHT スタッフ及び現職 CHO が研修を受け、新人

CHO を養成した結果、スタッフが FSV に関する共通理解をもち、各レベル間及び各レベル内

での部門間の垣根を越えたスタッフのつながり・結束が強くなった。さらに、研修教材や研修

モジュールを使用後のフィードバックに基づいて繰り返し修正し、特に CHO のトレーニング

体制は標準化された。 

②成果 3 では、FSV のガイドライン及びモニタリングツールを作成し、実際に使っていく中で判

明した修正点を反映させ、より実用的なものに改良した。さらに、FSV の OJT 等を通じて、受

講者が研修で学んだことが実際に FSV の実施において活用され、定着するよう支援を行った。 

③成果 4 では、現場における実用的なリファラルガイドライン（CHO 用のリファラル判断基準も

含む）を作成し、ガイドラインは実際に使っていく中で判明した修正点を反映させ、より実用

的なものに改良した。 

④成果 5 では、他州が CHPS の重要なコンポーネントである住民参加活動促進の部分で困難に直

面する中、本プロジェクトでは自立発展的な形で活動を拡大することに成功した。 

⑤成果 6 では、CHPS 活動の質をさらに高めていくために、上記活動からグッドプラクティスを

抽出し、UW 州内だけでなく、中央レベルの重要な関係者にも共有した。 
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４－３ 効率性 

「投入」が「成果」の達成にどれだけ貢献したのかといった観点からみると、それぞれの「投

入」について貢献要因と改善すべき要因がみられる。しかしながら全体としてみた場合、プロジ

ェクトは既存のリソースを有効活用して「活動」を実施し、「成果」の達成に至ったと判断できる。 

 

（１）日本人専門家 

適切な専門性をもつ十分な数の日本人専門家が派遣された。しかし、プロジェクトの規模

と比較すると派遣期間は不十分であり、短い滞在期間中に集中的に業務を行うことはガーナ

側 C/P にとっても大きな負担となり、コミュニケーション不足に陥ることもあった。最終的

には、双方の努力及び州保健局敷地内へのプロジェクトオフィスの移転（2008 年 6 月）によ

り、両者のコミュニケーションや協力体制は改善され、プロジェクトの円滑な実施に至った。 

一方で、首都アクラから UW 州までの長い移動距離や煩雑な手続き等に起因する調達業務

の困難さが阻害要因のひとつとして挙げられた。 

 

（２）ガーナ側 C/P 

プロジェクト開始当初は RHMT から CHPS ゾーンまですべてのレベルにおいて CHPS のコ

ンセプトに対する理解が不十分であった。また、日々の業務や中央レベルからの予定外の業

務等によりプロジェクトの進捗が遅れた。しかしながら、ガーナ側 C/P と日本人専門家の関

係は良好かつ緊密であり、それによりガーナ側のコミットメントが高まり、効率性の向上に

貢献した。日本での研修もモチベーションの向上につながったと考えられる。また、フルタ

イムの C/P は配置されなかったが、逆に多くの既存の GHS スタッフを活動に巻き込んだこと

により、自立発展性が高まった。 

 

（３）資機材 

プロジェクトによる供与機材は、基本的によく活用・維持されていた。そのひとつである

無線通信機器は以前、デンマーク国際開発援助庁（DANIDA）が供与したものと互換性がある。 

医療機材の選定とその使用方法に関する研修については今後改善の余地がある。また、プ

ロジェクトはもともとステージ I 郡のみに機材供与するよう計画されており、中間評価以降、

プロジェクトはステージ II 郡に優先配分したが、Ⅰ郡と比較すると機材の不足がみられた。 

 

（４）業務費 

本プロジェクトは UW 州の GHS の行政能力強化により、その効果がプロジェクト終了後

も長く持続するであろうことを考慮すると、長期的には費用対効果は高い傾向にあるといえ

る。また中間評価以降、プロジェクトの協力金額は当初の約 3.8 億円から約 5 億に増額され

たが、これは PDM の変更により主な活動対象地の拡大（2 つのパイロット郡から 9 郡全郡へ）

や活動内容の追加等に対応したものである。 

 

（５）研 修 

研修モジュール及び教材の標準化は UW 州の CHO 研修の効率性を向上させた。 
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４－４ インパクト 

上位目標の達成に向けて、機能している CHPS ゾーンの数は順調に増えているが、目標達成の

ためには、開発パートナーからの協力を得る必要があると考えられる。その他のインパクトの発

現をみるには時期尚早であるが、保健関連指標の改善などにおいて一部インパクトが発現し始め

ている。 

 

（１）上位目標に対するインパクト 

上位目標の達成に向けて、機能している CHPS ゾーンの数は順調に増えている。2006 年の

プロジェクト開始時には 24 カ所であった機能している CHPS ゾーンの数は、2009 年には 81

カ所にまで増えた。これは、2015 年までに達成すべき目標数（197 CHPS ゾーン）の 41.1％

に該当する。特に、CHPS ゾーン設置後遅滞なく CHO を配置できるよう、プロジェクトが十

分な数（現在機能している CHPS ゾーンの 2 倍に当たる 160 人）の CHO を育成したことは、

機能している CHPS ゾーン数の増加に大きく貢献していると考えられる。 

今後、上位目標を達成するためには、CHO が居住し、CHPS 活動の拠点ともなる CHPS 施

設の建設が欠かせない。2006 年のプロジェクト開始から毎年平均 16 カ所の CHPS 施設が建

設されたが、そのうち 15 カ所は 2008 年に国連児童基金（United Nations Children’s Fund：

UNICEF）により建設された。また、DA による建設は着実に進んでいるものの、時間はかか

る。そのため、2015 年までに目標数を達成するためには、開発パートナーからの協力を得る

必要があると考えられる。 

 

（２）正のインパクト 

2003 年に 105（出生 1, 000 対）であった乳幼児死亡率が 2008 年に 97（出生 1, 000 対）に

減少した9。また、CHO や DHD へのインタビューで、複数の CHPS ゾーンで CHPS の導入後、

妊婦死亡がなくなったことが確認された。このように、保健指標や保健サービスへのアクセ

ス、保健サービス指標などに改善がみられ始め、プロジェクトもその改善に貢献していると

考えられる。さらに、いくつかの CHPS ゾーンにおけるコミュニティーメンバーの健康に係

る知識の向上やコミュニティー保健活動への男性の参加、CHO とコミュニティーメンバー間

の強い結束力・相互扶助といったインパクトも現場視察で確認された。また、FSV の実施プ

ロセスを通じて、すべてのレベルにおいてチーム内の相互理解が高まった。地域的な広がり

として、UW 州の GHS スタッフ 3 人がイースタン州の招きで UW 州での経験を紹介する機

会があった。将来的には、他のアフリカ諸国に普及される可能性もある。 

 

（３）負のインパクト 

CHO による医療廃棄物の不適切な処理が散見されたため、環境への配慮を行う必要性も確

認された。 

 

 

                                                        
9 出典：Ghana Demographic and Health Survey 2003, Ghana Demographic and Health Survey 2008 
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４－５ 自立発展性 

プロジェクトは、UW 州の CHPS 政策に関する GHS の行政能力強化に貢献した。その結果とし

てもたらされたさまざまなメリット（GHS スタッフのパフォーマンスの向上、ロジスティック面

での効率性の向上など）を GHS が実感したことにより、彼らの CHPS 拡大への意欲が大きく高ま

った。ゆえに、自立発展性の見込みがあると判断できる。現時点では、本プロジェクト終了後の

自立発展性は高いといえるが、財政面、組織面、技術面において一部懸念事項もみられる。 

 

（１）政策的自立発展性 

CHPS 拡大が MOH 及び GHS の政策・活動の中で優先順位が高いことは前向きに捉えられ

る。GHS 本部スタッフは、本プロジェクトが以下の 2 点において非常に特徴的であり、UW

州のモデルがガーナのモデルとなり得ることを指摘した。 

 

①FSV や住民参加活動・リファラル活動の促進などにより、UW 州における既存の保健シ

ステムのさまざまな側面を強化した。 

②CHPS 施設の建設が CHPS 活動促進にとって重要であるだけでなく、保健システムの強

化が CHPS の自立発展的な拡大にとって重要であることを示した。 

 

（２）財政的自立発展性 

RHD とのインタビューで、CHPS 拡大に必要不可欠な CHO 新人研修の費用が 2010 年度予

算で確保されていること、GHS の組織力強化に欠かせない FSV 関連費用も他の活動と組み

合わせることで必要経費が捻出される予定であることが分かった。しかしながら、実際の予

算の支払いが遅れる可能性が懸念される。また、2011 年度以降の予算の見通しについても不

明である。 

 

（３）組織的・技術的自立発展性 

RHMT・DHMT・SDHT・CHO の組織力及び技術力がプロジェクトを通じて向上している

ので、プロジェクト終了後も業務を継続していける素地ができたといえる。しかしながら、

定期的な FSV の実施やその結果の分析、上位機関から下位機関への結果のフィードバックや

その後の活用、そしてカウンターリファラル等、活動をより安定的に実施するためにはまだ

改善の余地がある。 

 

ガーナ側 C/P は、CHPS 推進に対する強いオーナーシップ及びイニシアティブをみせてい

る。中央レべルでは CHPS 政策が存在し、RHMT は CHPS 活動を強化するために、州レベル

で CHPS ユニットの設立を検討している。複数の DHD がインタビューにおいて、すべての

CHO 及び SDHT スタッフとの現状分析の実施、RHMT や GHS の中央レベルからオートバイ

約 20 台を確保、CHPS 施設を 1 カ所建設するための予算を UNICEF から確保、全 CHV に対

する研修、CHO・SDHT・DHMT による月次 CHPS 調整会議の実施など、財政面を中心とし

たさまざまな制約がある中で CHPS の実施を拡大していくためのさまざまな努力やアプロー

チを説明してくれた。 
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第５章 結 論 
 

 本プロジェクトの事業実施期間は 4 年である。事業終了 4 カ月前に実施した今回の終了時評価

において、おおむね期待された成果が発現し、プロジェクト目標も達成されていることが確認で

きた。事業効果を高めた要因としては、特に以下の貢献が大きいと考えられる。 

 

①プロジェクトがガーナ側のさまざまなニーズに合致している上、プロジェクトが UW 州の既

存の GHS の保健システムを強化したため、GHS の組織力が強化された。その結果もたらさ

れたさまざまなメリットを実感したことにより、彼らのオーナーシップがさらに高まった。 

②特に GHS の中央レベル、RHMT レベル、DHMT レベルを積極的に巻き込み、信頼関係を築

いた。 

 

評価 5 項目に沿ってみていくと、妥当性、有効性、インパクトについては、いずれも高いと評

価される一方、自立発展性については、財政面、組織面、技術面において一部懸念がみられ、効

率性については、投入に関して、一部改善すべき点がみられた。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提 言 

調査団としては、プロジェクト、ガーナ側実施機関（MOH/GHS）、日本側実施機関（JICA）の

それぞれに対して、以下の提言を行った。 

 

（１）プロジェクトに対する提言 

①達成度が十分でない活動領域を改善するための提言をまとめる。例えば、FSV の定期的実

施、FSV の結果の分析とその上位機関から下位機関へのフィードバック後の活用、上位施

設から下位施設への逆リファラルなどが含まれる。 

②FSV の定期的実施を、すべてのレベルで促進する。とりわけ、RHMT による DHMT への

FSV に焦点を当てる。本活動は、評価において達成状況が十分でないことが確認された活

動のひとつである。 

③リファラルの実施及びリファラルケース基準の活用を、RHMT会議を通じて更に改善する。

本活動は、評価において達成状況が十分でないことが確認された活動のひとつである。 

④住民参加に係る研修を継続する。地域住民を巻き込んだ CHAP の実践は、本プロジェクト

の大きな成果のひとつであると評価されたため、協力終了までに更なる拡充を期待するも

のである。 

 

（２）ガーナ側実施機関（中央 GHS/MOH）に対する提言 

①プロジェクトが改良した CHO の養成研修モジュールを政府として公認する。プロジェク

トによる研修モジュールは、もともとガーナ国政府が作成したものをベースとしているが、

より講師にとって使いやすく、受講者にとって分かりやすい内容に改良されている。また、

実習等の内容もより充実したものとなっている。 

②関連するステークホルダーと共に、CHO のキャリアパスを設定する。本提言は、最近の政

策変更によって CHO（CHN）が補完研修によって助産師となる道が閉ざされてしまったこ

とに留意したものである。現場の CHO からは、旧制度の復活を求める声が強く、GHS に

おいても見直しが必要であるとの意見が広まりつつある。看護助産協会等の関係者を交え

た調整が求められる。 

③郡保健情報管理システム（District Health Information Management System：DHIMS）を再整

理し、CHO の報告業務の簡素化につなげる。40 を超える患者台帳及び報告書式の記入が

課されており、CHO が毎月最後の 1 週間をほぼ記録業務に費やしているという現状を憂慮

した提言である。 

④中央政府による州を対象とした FSV を少なくとも年に 2 回実施する。現状では、RHMT

に対する定期的なスーパービジョンはなされていない。 

⑤すべてのレベルにおける PS を国として制定する。上位機関による下位機関を対象とする

FSV を効果的に実施するためには、それぞれのレベルにおいて期待される役割・機能が明

確に定められている必要があるが、現状としては十分明確となっていない。 

⑥異なる援助機関の支援によって作成されたすべての CHPS に関連するツールや研修モジュ

ールを統合する。JICA、USAID（CHPS-TA プロジェクト）等の支援により開発された CHPS
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戦略に関連するツールや研修モジュール等を統合し、国家標準化することが求められる。 

⑦承認された予算を迅速に配分し、その透明性を確保する。CHPS 戦略拡大に係る経費が州

レベルで予算化されていても、国からの配分の遅れによって事業が滞る事態が懸念される

ため、配分の迅速性を求めるものである。 

⑧日当・宿泊費、交通費の支給に関する援助機関の規定を見直す。本提言は、これらに係る

支給額が統一されていないために、研修等現場での活動実施に支障が出ている（例：単価

の低い研修には参加者が集まりにくい）との、プロジェクト関係者による指摘を踏まえた

ものである。 

 

（３）ガーナ側実施機関（RHMT）に対する提言 

①RHMT 内の CHPS ユニットを強化する。 

②CHPS は予防及び健康増進サービスのためのものであり、産院のような治療サービス提供

場所とならないよう引き続き RHMT の留意を促す。行政及び地域住民の双方の側から、

CHPS を通じた治療サービスの提供に対する期待はあるが、CHO に過剰な期待を抱くこと

は適当でない。不十分なサービス提供により住民の信頼を失くすことを防ぐためにも、本

来の主旨に沿った活動に留意することが必要である。 

③地方自治体及び MOH・GHS を交えた、保健セクター内、及びセクター間の協調を促進す

る。CHPS 戦略成功の鍵は、MOH・GHS 等の保健セクター内ステークホルダーのみならず、

郡議会による資源提供やコミュニティーによる運営管理等、地域における保健セクター外

のステークホルダーとの効果的な協調いかんにかかっている。 

④住民参加に係る研修をすべてのレベルで実施し、特に CHO に焦点を当てる。調査の結果、

プロジェクトが再委託した NGO の支援を得ずに CHAP を作成・実行している CHPS ゾー

ンの存在が明らかとなった。CHO に対して十分な研修を行うことで、NGO 等の外部資源

に依存せずに住民参加を促進できる可能性があることを踏まえた提言である。 

 

（４）ガーナ側実施機関（DHMT）に対する提言 

①SDHT を、マネジメント研修と人員補充を通じて強化する。CHPS 戦略の成功のためには、

CHO を直接支える SDHT のマネジメント能力強化が必要であるとの共通認識に基づく提

言であるが、JCC においては、CHPS を専門に担当するポストを追加的に設置するべきと

の意見と、SDHT のレベルではすべてのスタッフが CHPS に関与する必要があるため、特

化したポストを設置するよりも全員の能力強化をめざすべきとの意見が出された。 

②地域で利用可能な資金源をより有効に活用する。HIRD（Ghana High Impact Rapid Delivery）

予算など中央政府から交付される資金、郡議会や地域で活動する開発パートナーによる資

金、地域で利用可能な資金等を柔軟かつ有効に活用することで CHPS 戦略の拡大を推進す

ることが可能、との JCC での議論を踏まえた提言である。 

 

（５）JICA に対する提言 

①プロジェクト完了後、インパクトを検証するための調査を実施する。本プロジェクトを含

むプログラムの効果を検証するとともに、検討されている次期プログラムのベースライン

となる情報を収集・整理するための調査を想定した提言である。 
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②リファラル、FSV、住民参加について、支援完了戦略を描きつつフォローアップを行う。

調査の結果、成果達成の遅れがみられた活動（リファラル、FSV）、及び一層の強化が望ま

れる活動（住民参加）に焦点を当てた、プロジェクト終了後の何らかのフォローアップ活

動を提言したものである。 

③プロジェクトの規模に見合った専門家の配置期間に配慮する。期待されている活動に対し

て専門家の配置期間が短かった（例：リファラル強化）との現場の声を踏まえたものであ

る。 

④日当・宿泊費、交通費の支給に関する援助機関の規定を見直す。 

⑤CHPS の拡大を他のステークホルダーとの協調により支援する可能性を検討する。評価の

結果大きな成果が確認されたことを踏まえ、次期プロジェクト・プログラムの実現を強く

求める提言である。他のステークホルダーとも協調し、JICA モデルではなく、ガーナのモ

デルとして拡大していくことの必要性を強調するものである。 

 

６－２ 教 訓 

調査団として、以下を教訓として特に取り上げた。 

 

①コミュニティーへの適切な導入とコミュニティーの巻き込みが、CHPS ゾーン設置のために

は重要である。施設の整備は CHPS ゾーンを機能させるために重要な要素のひとつであるが、

その前に十分な地域住民の理解と参画を得ることが不可欠であり、施設建設のみが先行する

ことのないよう留意が求められる。 

②CHAP を通じてコミュニティーの強化が可能である。CHAP の導入・実施は、本プロジェク

トにおける最大の成果のひとつと評価された。CHAP は、住民参加を具現化しコミュニティ

ーの強化を促す有効なツールである。 

③FSV は CHO の活動を促進する。調査対象とした CHO の多くが FSV が業務改善に役立って

いるとコメントしており、有効な取り組みとして認識されている。一方で FSV による業務改

善効果を定量的に検証するためには、データの更なる検証が求められる。 

④フィードバックとリファラルは、CHO に類似症例に対処するための経験を与えた。 

⑤CETS は、それが機能しているコミュニティーでは保健施設へのアクセスが改善した。CHAP

の中で取り上げられることの多い活動のひとつが CETS であり、参加住民の評価も高い。ア

フリカの多くの地域で課題となっている妊産婦死亡の低下にも貢献し得る活動として注目

される協力成果のひとつである。 

⑥病院のスタッフに対する研修は時間と資金を要するが、効果的なリファラル・システムのた

めに病院の参画は不可欠である。 

⑦CHPS 拡大のためには、中央 GHS、RHMT、DHMT のリーダーシップとコミットメントが重

要である。UW 州での「成功」は、これらが効果的に発揮されたことによるものであると考

えられた。 
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図７－１ CHPS の例え 

第７章 評価総括 
 

７－１ 地域保健の視点から 

～CHPS に賭けたガーナ国の PHC 再建プロジェクト～ 

        

地域保健  小川 寿美子 

 

2006 年 3 月から開始した「ガーナ国アッパーウエスト州地域保健強化プロジェクト」に、私は

初期から有識者としてかかわらせていただき、年数回にわたる TV 会議での討論のみならず、C/P

の本邦研修の受入責任者として、また過去 2 度にわたる現地調査（中間評価と協力準備調査）に

もかかわる機会を得、プロジェクトの軌跡を国内外にて 4 年間にわたり垣間見てきた。当初、プ

ロジェクト事務所も技プロが開始してから 2 年間は、C/P の職場から遠く離れた場所にしか設置

できなかったためか、C/P との間に物理的な距離のみならず、心理的な距離も感じられた。しか

し後半になりプロジェクト事務所が C/P の職場と隣接してからというもの、心身共に距離感が互

いに縮まり C/P の本プロジェクトに対する協働意識が急速に高まっていた。例えば、今回の調査

時にガーナ国側からしばしば「これは、われわれ GHS のプロジェクト！」という意見が飛び交っ

ていたのが良い例である。地域保健の成功の鍵は、C/P をはじめ住民などステークホルダーらが

どれほど「オーナーシップ」（＝“私のもの”という帰属意識）を抱くかにかかっている。 

GHS が本プロジェクトに急速に関心を示した理由、また本プロジェクを通じて将来に期待する

ことは何であろうか。 

 

ガーナ国における PHC の歴史 

 それらの背景を理解するには、ガーナ国の基礎的保健サービス（Primary Health Care：PHC）の

歴史をひもとく必要がある。ガーナ国は 1978 年のアルマ･アタ宣言以前より、早くも PHC 戦略を

打ち立て、実践していたという。その内容は、亜郡（Sub District：SD）にある Health Center を

PHC の拠点とし、各村落に保健ボランティアである VHW（Village Health Worker）を養成し、VHW

に僻地における予防活動を中心とした保健サービスの提供を依頼していた。しかし、監督者であ

る SD スタッフと VHW との物理的距離があり、VHW は監督の行き届かないところで、“村落の

医者”まがいの行為をするようになり、この保

健サービス形態は混乱したという。 

 1980 年代に入り、PHC は亜郡ではなく、郡の

ヘルスチーム（District Health Team：DHT）が

PHC の監督者となり、SD スタッフが僻地を訪

問するという形態をとるようになった。しかし、

SD スタッフが管轄地域をくまなく訪問するに

は、人材と交通手段の絶対的な不足があった。

同じ 80 年代には、選択的 PHC（vertical health 

services）が主流を占め、自立発展性のないプロ

ジェクトの林立で、ガーナ国でも地域保健医療

サービスにむらがみられた。80 年代後半になり、
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どうすれば包括的 PHC（integrated health services）を提供できるのかが議論されるようになり、そ

のためのオペレーショナル・リサーチがされることとなった。そのひとつに USAID が導入した

ナブロンゴでの事例があった。それは、村落住民が基本的保健サービスに無理なくアクセスでき

る CHPS コンパウンドを用意し、ボランティアでなく、駐在地域保健師（CHO）といった公務員

（GHS 職員）を配置するシステムである。その後 1999 年より CHPS は国家プログラムとなり、ガ

ーナ国では CHPS の拡大が全国民の保健サービスへのアクセス拡大のための戦略として掲げられ

ている。 

ガーナ国の MOH/GHS 職員は、現在でも「質の高い PHC 活動を供与するための手段」として、

また「PHC 諸活動を運ぶ“乗り物”」として CHPS を位置づけている（図７－１参照）。 

 このように、ガーナ国では、僻地に住む住民にも保健サービスを提供するといった公正なる健

康の分配のために、30 余年前には VHW を、次に SD スタッフを、そして 10 年前からは CHO を

フロンティア人材としてきた。ボランティアでない CHO という正職員が僻地に建てられた CHPS

コンパウンドに駐在し、村落住民の健康改善のために働くというシステムは、戦後沖縄にて 46

年間存続し、地域保健の向上に多大なる貢献をした公衆衛生看護婦の駐在制度と実によく似てい

る。  

 

戦後沖縄の公衆衛生看護婦駐在制度 

 沖縄は第 2 次世界大戦で地上戦のあった唯一の地域で、戦後の保健医療事情はマイナスからの

スタートで劣悪だった。医師数は戦前の 3 分の 1 に当たる 64 名へと激減し、感染症の蔓延する諸

地域をカバーするには極度の人材不足であった。このような地域保健の惨状の底上げに考案され

たのが、公衆衛生看護婦（現在の保健師に相当、通称“公看”）の市町村駐在制度と地域限定で治

療行為が許された介輔（医師助手）制度であった。 

1951 年より 46 年間存続した公看駐在制度にて、卒後まもない若い公看が（国家）公務員とし

て僻地に派遣される点は、ガーナの CHO と共通している。また「地区診断に基づく事業展開」

をモットーとした公看制度と CHPS 制度も似ている。コミュニティーの権力者及び住民を巻き込

み活動する点（本プロジェクトでは、CHAP に相当）、上位レベルからの定期的な支援型スーパー

ビジョン（同、FSV に相当）、リファラル支援（同様の活動あり）、月に一度の公看間の意見交換

会を保健所で開催（ガーナも同様）基本は予防活動であるが、必要に応じて治療行為も可能であ

る点など、類似する点が多い。 

戦後沖縄とガーナの“駐在制度”で異なるのは「公平かつ透明性のある人事による高いインセ

ンティブ」が沖縄にはあったが、ガーナではまだ確立していない点である。沖縄の公看は 2 年間

の僻地勤務の後、都市部での勤務が約束されていた。また各種研修会への平等なる参加の機会が

約束されていた。一方、ガーナでは僻地で働く CHO の昇進、キャリア形成の道がいまだ明確で

ない。今回の調査訪問時も、10 年以上給与も変わらず、ある僻地の CHPS コンパウンドで働き続

ける CHO がいた。CHO に向上心をもたせ CHPS 地域保健サービスを発信し続けるためにも、CHO

のキャリアパスについては、今後ガーナ国の MOH/GHS に真剣に考えてもらいたい点である。 

 

列車の線路を敷いた 4 年間 ～技プロの功績～ 

本プロジェクトの業績は、「保健のインフラ整備」であったといえる。具体例で表現すると、

列車の“線路”を敷く作業を 4 年間でほぼ完成させたといえよう。 
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 通常、多くのプロジェクトでは、早く成果

を出したいがために、“PHC の乗り物”に、“ス

ポーツカー”、“バイク”、“大型バス”などを

用いたりする。僻地に乗り付けるには手っ取

り早いが、これらの乗り物はでこぼこ道を何

往復もすると、車体の破損が早い。故障が相

次ぎ、燃費も悪く、持久力に欠ける。 

 一方、列車は、線路を敷くのに時間が大幅

にかかるが、一度線路が出来上がれば、あと

は動力も効率が良く、多くの車両（基本的保

健サービス）を乗せ、僻地に効率良くアクセ

スすることができる。本プロジェクトは“線路敷き”という地道な作業を専門家チームが力を合

わせて行い、徐々に C/P たちがその利用価値に気づき始めたため、ようやく C/P 自ら進んで列車

を動かしつつある、といった状況に例えられる（図７－２参照）。 

 

 UW 州で根づいた“オーナーシップ” 

 地域保健の成功の鍵は、前述のようにステークホルダーら（C/P、住民など）がいかに自然体で

オーナーシップをとるかに左右される。図７－３は、戦後沖縄の保健医療史を現在の途上国に応

用しようと考えた際に、一番のボトルネックとなる事象を図式化したものである。それは C/P、

すなわち現地の行政官の態度の差である。 

 戦後沖縄で“行政官”は“援助機関”である米国民政府と接触するものの、心は“対象住民”

の方を向き、事実、村民の保健向上活動のため邁進し予算をはじめ各種資源を注ぎ込んだ。そし

て地域住民の健康が徐々に改善された。 

その一方、現在、ほとんどの被援助国で、“C/P”は“援助機関”に心を傾け、資源は C/P が貪

り、“対象住民”に注がれることがない。そのため、地域保健のプロジェクトをいくつ立ち上げて

も、“対象住民”の健康改善になかなかつながらない。 

 今回、現地にて終了時評価の調査団のメンバーであった GHS 幹部職員、また UW 州の C/P ら

の発言並びにインタビューや質問票への回答を通じ、彼らが戦後沖縄の行政官と同様に、対象住

民の健康改善に使命感をもち、CHPS を中心とした新たな PHC 活動の展開に真剣に取り組んでい

る態度を再確認した。さらに、終了時評価会

議の締めくくりに GHS の DG である Dr. Elias 

Sory が「戦後沖縄の公看駐在制度が地域住民

の健康改善に貢献したという既存の事例は、

ガーナ国にて類似の制度である CHPS システ

ムを通じて僻地住民の健康を向上させること

ができる、という保健政策の方向性が間違っ

ていないことの証しである」と力強く語って

くれたことが印象的であった。 

とかく地域の保健・公衆衛生事業は地道な

活動の積み重ねで、その成果を見届けるのに 図７－３ 本プロジェクトの位置づけ 

図７－２ 本プロジェクトの例え 
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は年月がかかる。本プロジェクトの第 2 フェーズでは、4 年間かけてようやく敷かれた “線路”

を利用し、僻地に至る保健システムの更なる強化と同時に、対象住民への公平なる健康の分配の

ためにバランスのとれた各種資源やサービスの提供ができる仕組みづくりができるよう、期待し

ている。 

 

７－２ 団長総括 

団長  山内 邦裕 

 

「CHO は奇跡を呼び起こした。これまで諦めていた病気が、魔法のように治った。」 

これは、中間評価調査時の総括に引用した言葉である。その後も、専門家チームは地域に入り

込み、コミュニティーや CHO をはじめとする関係者と共に汗を流して問題を見詰め、UW 州の住

民の健康状態を改善するために真摯に取り組んできた結果、本報告書で述べてきたとおり、プロ

ジェクトは概してすばらしい成果をもたらし、ガーナ国で大いに注目を浴びるに至った。その要

因、具体的活動、成果、達成度等の詳細はこれまで述べてきたところ、本報告書を締めくくるに

あたりプロジェクト実施に携わった専門家チームにフォーカスし特筆したい。 

まず、UW 州という辺境の地において、延べ 12 人に及ぶメンバーを 4 年間にわたり取りまとめ

てきた池田チームリーダーは、プログラムの全体像を常に見詰めながら、膨大な数の関係者との

コミュニケーションを重視し、UW の「グランパ」として信頼を得るとともに課題に対して柔軟

に対応してきた。副総括の石賀専門家は、技術的視点から母子保健の問題に切り込み、数々のマ

ニュアル・ツール類を開発し、医療スタッフを鼓舞し続けた。同じく副総括だった小川専門家は、

住民参加を促進するために深くコミュニティーに入り込むと同時に、プロジェクトを的確に運営

するために問題を鋭く分析し、課題を明確にした。3 年かけても動かなかった RHMT を動かした

のは、州の抱える問題に真正面から取り組み、ガーナ側関係者の心をつかんだ佐藤専門家だ。協

力隊の気持ちを共有し、地域に入り込んだ映像のプロでもある八田・小野専門家はプロジェクト

紹介映像などすばらしい成果を目に見えるを形で残した。日本の夏に短期間で関係者を動員して

リファラル基準をまとめられた神谷専門家、マラリアに倒れながらも精神的に負けることなく地

道に業務に取り組んだ吉武専門家、UW 関係者からジェントルマンと称される中西専門家は、誠

実にプロジェクトを管理した。そして、4 年前と比較してこれほど活動が盛り上がったことに驚

きながら成果をまとめたのが大野専門家だ。 

ここに記述できなかったメンバーを含め、一人ひとりが最大限に力を発揮し、池田リーダーの

下、彼らの力が 1 つとなり、活動を積み上げた。そして後半、C/P の GHS ガーナ人ダイレクター

やスタッフをもってして、「このプロジェクトは自分たちのプロジェクト！」という高いオーナー

シップを発揮し、保健システムが強化されるに至ったのである。 

誰もが自分たちのオーナーシップを高め、ビジョンを共有し、それに向かって突き進んだ。こ

のメンバーすべてに「奇跡を起こしたチーム」として感謝の意を表したい。「情熱」が人を動かし

たのだ。 

さらに奇跡は奇跡を呼び、保健大臣、GHS 総裁、局長等、保健行政官の多くが UW 州出身者が

占めるようになり、ガーナ側の力がジワジワと高まった。セクターを超えた連携の必要性を唱え

るにつれ、州大臣までもが本プロジェクトに駆けつけた。中央の関係者、他ドナー、他州、他省

庁、隣国、東京、沖縄……。現在、関係者のみならず、本プロジェクト、プログラムの立ち上げ
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からご支援頂いた関係者の力が結集するに至った。 

  

プロジェクトの成功の鍵は、まさに「ヒト」の力、「ヒト」の心、「ヒト」の輪であると改めて

痛感する。 

JICA ガーナ事務所としては、この勢いを止めることなく、関係者間でのビジョンの共有を

続け、次なるステップへとつなげたいと考える。われわれのゴールは、ガーナの人々に「健

康」そして「幸せ」をもたらすことである。 

最後に、今回の終了時評価調査にあたり、日本・ガーナの双方からすばらしい評価団員を

得ることができたこと、そして一丸となって調査に臨み的確に問題を抽出・評価し、今後の

提言を得たことに対して、心より感謝申し上げる。 
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